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はじめに 

介護老人福祉施設における事業継続計画（BCP）の重要性について      

          一般社団法人 兵庫県老人福祉事業協会 

              会長 伊富貴 幸廣 

 近年、我が国では台風や梅雨前線等の影響による集中豪雨が 

相次ぎ、これらに伴う洪水氾濫、そして土砂災害が頻発するとと 

もに、その被害は激甚化しています。阪神淡路大震災から 28 年 

が経過しましたが、発生が切迫しているといわれている南海トラ 

フ地震では、本県は震度６強から６弱の強い揺れや大津波の襲来 

が想定されています。感染症についても、令和２年に発生した新 

型コロナウイルス感染症は世界的大流行となり、会員事業所にお 

いても多くのクラスターが発生し、コロナ対応に迫られました。   

           

これら事業所運営を取り巻く自然災害や感染症によるリスクの増大に伴い、事業継続計

画（BCP）策定の重要性を今まで以上に高めました。とりわけ、コロナ禍で多くの人々に介

護サービスは今や欠かせない社会インフラとして再認識されるようになりました。介護事

業所には、社会インフラである以上、自然災害や感染症発生時においても、利用者に必要な

サービスが安定的・継続的に提供される体制を構築し、継続的なサービス提供が求められて

います。令和 3 年度の介護報酬改定では、全ての介護サービス事業者を対象に、業務継続に

向けた計画等の策定、研修の実施、訓練（シミュレーション）の実施等が義務づけられ、３

年の経過措置期間が設けられました。   

         

 調査研究委員会では、令和３年度には会員事業所を対象に「感染症対策及び BCP の取組

状況について」のアンケート調査を実施しました。その結果、会員施設では BCP マニュア

ルは自然災害、感染症ともほぼ整備されているものの BCP の概念は 90％近くが盛り込ま

れていないことが判明しました。      

 まず、びわこ学院大学烏野猛教授に「防災・感染症 BCP 作成に向けて押さえておくべき

ポイント」をテーマに研修会を実施していただきました。引き続き、BCP 作成モデル施設

の募集を行い、本県は県土も広く施設環境が大きく異なることから、海沿い、山沿い、川沿

いの 10 モデル施設を選出しました。モデル施設では共通マニュアルに基づき、施設独自の

避難の判断基準を作成するとともに、職員アンケートの実施、集計・分析を行うほか有事の

際の職員招集基準や勤務シフトを作成するなど個々の施設環境・災害リスク等を想定した

個別のマニュアルを作成していただきました。      

 これらをとりまとめた本報告書におけるモデル 10 施設の BCP マニュアルや取組担当  

責任者のコメント等は、今後の会員事業所が BCP マニュアルを策定する上で大変参考にな

ると思います。         

今回の調査研究では、前述の烏野猛教授にご指導いただくとともに、調査研究委員会田上

委員長をはじめ各委員の皆様にも、精力的にご協力いただきました。ここに敬意と感謝を申

し上げます。       

 最後に、会員事業所の皆様には、本調査の趣旨をご理解いただき、アンケート調査への協

力やモデル施設での BCP 作成など、ご多用の中ご協力くださいましたことに心より御礼申

し上げます。         
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ごあいさつ                       

 介護老人福祉施設における BCP 策定の取組を通して「現状課題と対応」                                          

             調査研究委員会 委員長 田上 優佳     
         

平素より会員の皆さま方におきましては、兵庫県老人福祉事業協会「  

調査研究委員会」事業についてご支援ご協力賜り誠にありがとうござい 

ます。       

この度、厚生労働省は「事業継続計画（BCP）」について令和５年度末 

を目処に介護事業者にも策定を義務化しました。自然災害や感染症など 

突発的な運営環境の変化など不測の事態が発生しても、重要な事業を中 

断させない、または中断しても可能な限り短い時間で復旧させるための 

方針、体制、手順等を示した計画を策定[i]するというものです。従来か 

ら介護福祉施設等は、人命や施設・設備の被害軽減策を年に２回昼夜を想定して訓練し災害に備え

てきました。さらにそれに加えて、被災に際し重要な事業が存続できるように取り組むことが求め

られています。  

        

そこで、自施設の取組だけでは限界があることを鑑み、兵庫県老人福祉事業協会「調査研究委員

会」は、先行して令和 3・4 年度の事業として、会員の皆様に対する策定の支援をすることとしま

した。気運を上昇させるべく、びわこ学院大学の烏野猛教授[ii]をお招きし学習する機会を作ること

とし、その流れを 7 つの手順に整理しました。①全会員に対するハイブリッド型での研修、②モデ

ル 10 施設の抽出、③モデル 10 施設のプレ発表、④モデル４施設の抽出、⑤モデル 4 施設の全会員

に対するハイブリッド型での発表、⑥ホームページへの掲載、⑦まとめ報告書の作成です。この期

間、委員会は随時ハイブリッド型での打ち合わせをしてまいりました。以下は、この委員会事業の

ねらい[iii]のまとめです。         

•BCP 策定準備のための組織（チーム）がわかる。          

•BCP 策定と BCP 文書作成の基本的な手順（被害想定の設定、優先業務 の選定、行動計画づくり

等）がわかる。       

•BCP 文書をもとにした、基本的な訓練と BCP の見直し（課題と今後の取り組み等の検討方法等）

がわかる         

あくまで今回の事業では、BCP の一例を示すものです。単に様式の項目を埋めるだけではなく、組

織的・継続的な検討が必要です。策定にあたり、今般の様式の項目にとどまらず、自由に加工して

ご活用ください。会員施設の BCP 策定に寄与できますこと祈念しています。最後に、烏野先生は

じめ委員会、モデル施設、事務局の皆さまには多大なるご協力に感謝申し上げます。ありがとうご

ざいました。      

         

引用及び参考資料         

[i] 令和 2 年度  厚生労働省老健局  業務継続計画（BCP）作成支援指導者養成研修      

信州大学 特任教授 本田 茂樹        

[ii] 厚生労働省研究補助事業「災害時における高齢者施設のリスクマネジメント調査研究事業」 

委員長（2012 年）        

[iii] 厚生労働省医政局 令和３年度 事業継続計画（BCP）策定研修事業策定手順と見直しのポイ

ント①        
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第１章 

令和３年度アンケート調査 

BCP に関する各施設の取組状況と課題及び今後の対応について 

         

         

    ［１］調査の概要（アンケート調査）     

    ［２］会員施設の BCP の取組状況及び課題（アンケート結果）  

    ［３］今後の対応について       

   

       

調査研究委員会では、令和３年から２か年にわたる調査研究テーマとして「感 

染症対策及び BCP の取り組み状況について」に取り組みました。 

    

事業継続計画（BCP）の概念を盛込んだ実効性の高いマニュアル作成を目的と 

  して、まずは会員施設における BCP の取り組みがどのような現状なのかアンケー 

ト調査を実施しました。       

アンケートの結果から、自然災害・感染症ともにほぼすべての施設で対応マニ 

  ュアルは整備されていましたが、BCP の概念が盛込まれていない施設が９割近く 

  あることが確認できました。また、訓練や研修会等の定例開催の度合いも低く有 

  事の際の対応が危惧される状況が推察されました。    

    

このような状況を鑑み、調査研究委員会では、会員施設より BCP マニュアル 

策定のモデル施設を選出し、モデル施設を通して具体的な取り組みを推進して参 

りました。        

         

本章におきましては、会員全施設を対象として実施した BCP の取組状況につ 

いてのアンケート調査結果より、各施設の取組状況と課題及び調査研究委員会と 

しての今後の対応概要についてまとめております。 

    

予期せぬ災害等の発生に備え可能な限り早めに策定することを前提に遅くても 

厚生労働省の BCP 策定義務化の期限である令和６年３月末を目途に作成を進め 

ていきましょう。        
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［１］調査の概要（アンケート調査）

１．調査目的 　厚生労働省の「事業継続計画（BCP）」策定（令和５年度末を目途）

が義務化したことに鑑み、現在の各施設のBCP取組状況について確認

した。併せてモデル施設としての取組可否についても確認した。

調査は、調査研究会研修会終了後に実施（令和3年9月30日：烏野教授

よるBCP研修会：テーマ：防災・感染症BCP作成に向けて押さえてお

くべきポイント）。

２．調査期間 令和３年10月４日～10月22日（最終11月26日）

３．調査対象 396施設（全会員事業所）

４．回答状況 回答事業者数：327事業所　回答率：82.6％

　調査研究委員会アンケート

　氏名

ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ

１．研修会を受講して（講師：びわこ学院大学　教授　烏野　猛氏）　　 No.1

　↓　以下、該当する項目に〇印を記入して下さい。

①よく理解できた。

②大体理解できた。

③よく分からなかった。

④まったく理解できなかった。

２．現在の自然災害・感染症の取組状況について　

（１）体制について

　↓　以下、現在の体制について自然災害・感染症関係各々該当する項目に〇印を記入して下さい。

自然災害関係 感染症関係

①有事の際の体制があり、役割や責任所在が明確である。

②一応有事の体制は作っているが、今後さらに拡充する必要がある。

③特に体制作っていない。

④その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

（２）対応マニュアルについて

　↓　以下、現在のマニュアル作成状況について自然災害・感染症関係各々該当する項目に〇印を記入して下さい。

自然災害関係 感染症関係

①平時・有事の対応含めマニュアルにまとめ周知されている。（BCP概念なし）

②平時・有事の対応含めマニュアルにまとめ周知されている。（BCP概念あり）

③平時・有事の対応含めマニュアルにまとめているが周知されていない。

④一部の災害（火災等）・感染症についてマニュアルを作っている。

⑤特にマニュアルは作成していない。

（３）訓練の実施について

　↓　以下、現在の訓練の実施状況について自然災害・感染症関係各々該当する項目に〇印を記入して下さい。

自然災害関係 感染症関係

①毎年、有事を想定して施設全体で定期的に実施している。

②毎年、防災本部等関係者のみで実施している。

③毎年は実施していないが、不定期に実施している。

④特に実施していない。

（４）研修会等の実施について

　↓　以下、現在の研修会等の実施状況について自然災害・感染症関係各々該当する項目に〇印を記入して下さい。

自然災害関係 感染症関係

①定期的に実施している。

②今後実施していく予定です。

③定期的には実施していないが、不定期に実施している。

④特に実施していない。

マニュアルの作成状況

訓練の実施状況について

研修会等の実施状況について

「防災・感染症BCP作成に向けて押さえておくべきポイント」受講アンケートのお願い

記

施設名 役職

現在の取組状況
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３．BCP作成に際しての主な課題と対策　 No.2

以下の項目について、現在の主な課題や対策について記入して下さい。

４．自然災害・感染症BCP作成予定について　

　↓　以下、今後のBCPの作成について自然災害・感染症関係各々該当する項目に〇印を記入して下さい。

自然災害関係 感染症関係

①すでに着手済である。

②すぐに着手したい。

③半年以内に着手・作成したい。

④１年以内に着手・作成したい。

⑤２年以内に着手・作成したい。

⑥３年以内に着手・作成したい。

５．BCPマニュアル作成　モデル施設の選出について　

☆調査研究委員会として、全施設３年以内に実効性の高いマニュアルの作成を目指します。

＜今後の推進ステップ＞

・ステップとして、今回複数のモデル施設を選出してモデル施設のマニュアルを策定します。

・モデル施設は、立地や規模・施設形態等を考慮して選出します。

・モデル施設のマニュアルは、モデル施設が主体となって作成して頂きます。

・モデル施設にご協力頂きますと、調査研究委員会と連携しながら作成して頂くことになります。

・モデル施設で作成したマニュアルは、全施設に随時情報開示予定です。

※今回の研修会等を参考に施設独自で推進して頂いても結構です。

＜BCPマニュアル作成　モデル施設の募集について＞

モデル施設としてご協力頂けるかどうか以下お答えください。

↓ご希望の欄に〇印を記入して下さい。

※回答が①②の場合下記ご記入下さい。

※上記で①②を選択された施設は以下もお答えください。

①立地（災害が想定されるものに〇印を記入：ハザードマップ等で確認）

①洪水災害

②土砂災害

③津波災害

④その他　　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

③施設形態

①養護 　　　

②特養

③軽費

④ケアハウス　

⑤デイ

※応募多数の場合は、調査研究委員会と該当施設で調整させて頂きます。

　積極的なご参加のほどよろしくお願い致します。

アンケートは以上です。ご協力ありがとうございました。

※問い合わせ先：県老協　山内まで、メールでお問合せ下さい。よろしくお願い致します。

　県老協　山内（メールアドレス）：jimu-4037@hyogo-kenroukyo.jp 以　上

通信手段不通

システム停止

その他

BCPの作成予定について

主な課題 対策

建物・設備の安全対策

ガス不通

断水

優先業務の選定

必要備蓄品の確保

職員の確保

停電

③特に希望しない。

②施設規模 施設の定員（　　　　　　　　人）

①モデル施設に参加を希望
施設名 氏名

②要請があれば参加可能
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［２］会員施設のBCPの取組状況及び課題等（アンケート結果）

　会員全施設の皆様を対象に、現在の自然災害・感染症に対する体制の整備やマニュアルの作成

状況、各種取り組み状況及び今後の取組予定等について以下の通り回答を頂きました。設問ごと

に回答のサマリー（要約）を記載しておりますのでご確認下さい。

1.研修会を受講して

日　程：R３年９月30日

テーマ：「防災・感染症BCP作成に向けて

　　　                             押さえておくべきポイント」

講　師：烏野　猛氏（びわこ学院大学教授）

たいへん分かりやすく好評でした。

よく理解で

きた

大体理解でき

た

良くわから

なかっ

全く分から

なかっ

回答数 29 56 1 0 212

構成比 33.7% 65.1% 1.2% 0.0% -

98.8%

回答率＝86％（研修会参加施設：100施設、回答施設：86施設）

2.現在の自然災害・感染症の取組状況について

⑴体制について

　自然災害・感染症に対する現在の体制整備状況についての確認

　①自然災害・感染症ともに約９割は何らかの体制は整備されていた。

　②但し、約７割が今後さらに拡充する必要があるとの回答。

　③体制そのものが整備されていない施設も１割程度あった。

　④下記の対応マニュアルの設問ではBCPの概念が盛り込まれていない施設が９割近くあるが、今後

　　は、事業継続計画（BCP）を実行できる体制整備が必要。

体制あり 一応あり ない その他 計 体制あり 一応あり ない その他 計

回答数 59 206 32 2 299 回答数 65 204 26 2 297

構成比 19.7% 68.9% 10.7% 0.7% - 構成比 21.9% 68.7% 8.8% 0.7%

88.6% 90.6%

調査研究委員会　研修会

サマリー

サマリー

研修会を受講して

よく理解 大体理解

良く分からない まったく

自然災害体制

体制あり 一応あり ない その他

感染症体制

体制あり 一応あり ない その他



9 

 

 

⑵対応マニュアルについて

　自然災害・感染症に対するマニュアルの作成状況についての確認

①自然災害・感染症ともにほぼすべての施設で対応マニュアルが整備されていた。

②但し、マニュアルのない施設が、自然災害13施設、感染症２施設。

③マニュアルにBCPの概念を盛り込んでいる施設は１割強。逆に９割近くがBCPの概念がない。

④マニュアルはあるが、関係者に周知されていない施設が約２割。

⑤大半の施設でマニュアルは作成されているが、殆どの施設でBCPの概念が盛り込まれていない状況

　が確認できた。また、関係者に周知されていない施設もあり有事の際に実効性に問題がある状況も

　確認できた。

有・BCP

概念なし

有・BCP

概念あり

有・未周

知
一部有 なし 計

有・BCP

概念なし

有・BCP

概念あり
有・未周知 一部有 なし 計

回答数 88 39 61 101 13 302 回答数 117 42 55 88 2 304

構成比 29.1% 12.9% 20.2% 33.4% 4.3% 構成比 38.5% 13.8% 18.1% 28.9% 0.7%

95.7% 99.3%

⑶訓練の実施について

　自然災害・感染症の訓練の実施状況についての確認

①定期的に訓練を実施する施設は自然災害が約５割、感染症が３割と低い。

②訓練を実施していない施設は、自然災害で２割弱、感染症で４割弱。

③訓練の実施状況が低く、実際の有事の際の対応は難しい状況であることが推察される。

定期的に

実施

本部のみ

実施

不定期実

施
してない 計

定期的に

実施

本部のみ

実施
不定期実施 してない 計

回答数 148 27 72 47 294 回答数 93 13 78 109 293

構成比 50.3% 9.2% 24.5% 16.0% 構成比 31.7% 4.4% 26.6% 37.2%

84.0% 62.8%

サマリー

サマリー

自然災害マニュアル

有・BCP概念なし 有・BCP概念あり

有・未周知 一部有

なし

自然災害・訓練

定期的に実施 本部のみ実施

不定期実施 してない

感染症・訓練

定期的に実施 本部のみ実施

不定期実施 してない

感染症マニュアル

有・BCP概念なし 有・BCP概念あり 有・未周知

一部有 なし
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⑷研修会等の実施について

　自然災害・感染症の研修会等の実施状況についての確認

①研修会等定期的に実施する施設は、自然災害35.6％、感染症67.9％。

　コロナ禍の調査ということもあり、感染症の実施状況は高めとなった。

②研修会等を実施していない施設は、自然災害16.9％、感染症4.4％

③自然災害の実施状況が低めとなっているが、新規入所者や新たに災害対応を行う職員等に対するマニュアルの

　勉強会の定期開催や最近の自然災害の傾向と対策等についても定期的な研修会を実施することが望ましい。

定期開催 今後実施 不定期実施 してない 計 定期開催 今後実施 不定期実施 してない 計

回答数 105 73 67 50 295 回答数 201 28 54 13 296

構成比 35.6% 24.7% 22.7% 16.9% 構成比 67.9% 9.5% 18.2% 4.4%

83.1% 95.6%

4.自然災害・感染症BCP作成予定について

　自然災害・感染症のBCPマニュアル作成時期についての確認

①マニュアルを既に策定している施設は、自然災害・感染症ともに約３割。

②但し、BCPの概念が盛り込まれているのは１割強であるため、９割近い施設の対応が必要。

③マニュアル策定時期は、１年以内に策定するが８割強（調査は、R3年10月で作成済含む）と早め

　の対応を考えている施設が多い。

作成済 すぐ作成 半年以内 1年以内 2年以内 3年以内 計 作成済 すぐ作成 半年以内 1年以内 2年以内 3年以内 計

回答数 80 27 57 83 28 20 295 回答数 87 32 52 75 26 20 292

構成比 27.1% 9.2% 19.3% 28.1% 9.5% 6.8% 構成比 29.8% 11.0% 17.8% 25.7% 8.9% 6.8%

27.1% 56.6% 29.8% 54.5%

サマリー

サマリー

自然災害・研修

定期開催 今後実施 不定期実施 してない

感染症・研修

定期開催 今後実施 不定期実施 してない

BCP作成・感染症

作成済 すぐ作成 半年以内

1年以内 2年以内 3年以内

BCP作成・自然災害

作成済 すぐ作成 半年以内

1年以内 2年以内 3年以内
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5.BCPマニュアル作成　モデル施設の募集について

⑴モデル施設希望施設

　BCPマニュアル作成の現状確認と併せて、マニュアル作成のモデル施設応募についても確認した。

①BCPモデル施設の募集については、203の施設から

　回答を頂き25施設（12.3％）より応募を頂いた。

②内訳は、参加希望が４施設、調査研究委員会より要

　請があれば参加可能が21施設。

希望 要請 しない 計

回答数 4 21 178 203

構成比 2.0% 10.3% 87.7%

12.3%

⑵モデル施設の立地（希望施設のみ）

　モデル施設選択の基準として、施設の立地（被害想定予測）も希望施設に確認。

①被害想定は、洪水15施設、土砂災害23施設、津波5

　施設。（重複回答）

洪水 土砂 津波 その他 計

回答数 15 23 5 1 44

構成比 34.1% 52.3% 11.4% 2.3%

86.4% 13.6%

⑶施設形態（希望施設のみ）

　モデル施設選択の基準として、施設の立地（被害想定予測）も希望施設に確認。

①最終、特養８施設（ﾃﾞｲ併設１含む）、養護・デイ各１施設の

　10施設をモデル施設に選出

養護 特養 軽費 ケア デイ 計

（応募①） ﾓﾃﾞﾙ応募 5 29 1 5 14 54

9.3% 53.7% 1.9% 9.3% 25.9%

構成比 9.3% 53.7% 1.9% 9.3% 25.9%

（応募②） ﾓﾃﾞﾙ最終 3 18 0 3 8 32 （併設含）

施設数 （25） （実施設数）

構成比 9.4% 56.3% 0.0% 9.4% 25.0% 100.0%

（最終） ﾓﾃﾞﾙ最終 1 8 0 0 1 10 （併設１含）

施設数

構成比 10.0% 80.0% 0.0% 0.0% 10.0% 100.0%

サマリー

サマリー

サマリー

モデル施設希望有無

希望 要請 しない

施設形態

養護 特養 軽費 ケア デイ

災害想定

洪水 土砂 津波 その他
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［３］今後の対応について（課題と対策）

⑴課題と対策サマリー

・課題に対する対策を明確にしながら、モデル施設の活動を通して具体的な取組を推進致しました。

１．マニュアルの整備について

　①自然災害・感染症ともにほぼすべての施設で ・BCPの概念を盛込みマニュアルを再構築し関係者

　　対応マニュアルが整備されていた。 　に周知させ有事に備える必要がある。

　②但し、マニュアルのない施設が、自然災害13 ・マニュアルに基づく訓練の実施や研修会等を通し

　　施設、感染症２施設。 　て適宜、課題と対策を検討の上、常に最善の対応

　③マニュアルにBCPの概念を盛り込んでいる施 　ができるようメンテナンスを行う。

　　設は１割強。逆に９割近くがBCPの概念がな

　　い。 　

　④マニュアルはあるが、関係者に周知されてい 　

　　ない施設が約２割。

　⑤大半の施設でマニュアルは作成されているが

　　、殆どの施設でBCPの概念が盛り込まれてい

　　ない状況が確認できた。また、関係者に周知

　　されていない施設もあり有事の際に実効性に

　　問題がある状況も確認できた。

　　

２．体制について

　①自然災害・感染症ともに約９割は何らかの体 ・BCPの概念を盛込んだ体制整備が必要。

　　制は整備されていた。 　

　②但し、約７割が今後さらに拡充する必要があ ・そのために、優先重要業務や職員招集基準等、事

　　るとの回答。 　業継続のために必要な具体的な対策を検討の上、

　③体制そのものが整備されていない施設も１割 　体制の見直しや拡充を検討する必要がある。

　　程度あった。 　

　④BCPの概念が盛り込まれていない施設が９割

　　近くあるが今後は、BCP（事業継続計画）を

　　実行できる体制整備が必要。

３．訓練について

　①定期的に実施している施設は、自然災害で14 ・消防・防災訓練の実施は、関係法令（消防法等）

　　8施設50.3％、感染症93施設31.7％と実施状況 　でも義務付けられておりマニュアルに基づく訓練

　　が低い。 　を定期的に開催する必要がある。

　②全く実施していない施設も自然災害16％、感 ・訓練は定期開催、抜打ち的な開催を含め年間で予

　　染症37.2％。 　定し、マニュアル不具合のメンテナンスなども適

　③訓練の実施状況が低く、実際の有事の際の対 　宜行い有事の際に最善の対応ができるようにする。

　　応は難しい状況であることが推察される。

　　

４．研修会等の実施について

　①定期開催は、自然災害が105施設35.6％、感 ・災害の傾向や対応について、知識やスキルアップ

　　染症は201施設67.9％。 　を行うための研修会等の定例化が望ましい。

　②研修会等を実施していない施設は、自然災害 ・また、職員の入替りや新規入社者を対象とした研

　　16.9％、感染症4.4％。 　修会も定例開催が望ましい。

　③自然災害の実施状況が低めとなっているが、 　

　　新規入所者や新たに災害対応を行う職員等に

　　対するマニュアルの勉強会の定期開催や最近

　　の自然災害の傾向と対策等についても定期的

　　な研修会を実施することが必要。

サマリー

課　　　題 対　　　策（案）
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［３］今後の対応について（課題と対策）

⑵調査研究委員会の対応について（対応のステップ）

・アンケートで明確となった課題を基に、以下のステップでモデル施設のBCPマニュアル

　作成を推進しました。

１．モデル施設の選出

　　BCPマニュアル策定のモデル施設をアンケート調査で募集し選出。

２．モデル施設の取組

　　①共通のBCPマニュアルを用いて作成（烏野先生提供）

　　　モデル施設のマニュアル作成に際しては、有事の際に会員全施設が均質で迅速

　　　・適切な対応がとれるよう共通のマニュアルを用いて作成する。

　　②共通のBCPマニュアルを施設ごとにカスタマイズ（自施設用に仕様変更）する。

　　　共通マニュアルを基に、各々のモデル施設の環境や設備・災害リスクを考慮し

　　　たマニュアルにカスタマイズする。

３．報告会等の実施

　　全モデル施設のBCPマニュアル作成を計画的に進め、作成完了後に全施設向けに

　　報告会を開催して、具体的な作成のステップやポイントなどについて情報提供・

　　共有し会員施設のマニュアル作成に役立てて頂く。

４．マニュアル作成の早期対応を推進

　　自然災害の発生リスクの高まりや現状のコロナ対応を考慮し、義務化の猶予期限

　　（R6年3月末）に関わらず可能な限り早期対応し有事に備える。そのために必要

　　な情報や資料は適宜タイムリーに事務局より発信する。

対応のステップ（詳細は、第２章に記載）
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第２章 

調査研究委員会の対応について 

モデル施設の選出と事業継続計画（BCP）マニュアル策定 

         

         

         

 ［１］モデル施設の選出と推進ステップ   

 ［２］主要な４課題対応のポイント及び留意点   

 ［３］モデル 10 施設の事例紹介    

 ［４］モデル 10 施設のその後の対応状況（アンケート調査・結果）  

      

         

         

  本章では、モデル施設の選出とマニュアル策定のステップについて紹介 

 するとともにマニュアルを作成するうえで主要な４課題対応のためのポイ 

 ントと留意点について説明しております。また、実際に取り組んで頂いた 

 モデル施設の事例の紹介と併せて報告会（R４年７月 27 日実施）終了後の 

 各々モデル施設のその後の対応状況についてもフォローしております。 

       

  モデル施設の事例紹介では、モデル施設の BCP マニュアル作成報告会 

 （R4 年７月 27 日実施）で報告した４つの施設をはじめ、今回一緒に取り 

組んで頂いた他の６施設を含めた 10 施設の事例を掲載致しました。モデ 

ル施設の事例を通して、作成のステップやスケジュール感、推進体制等を 

はじめ、主要な課題対応のポイントや留意点などをまとめておりますので 

ご参照下さい。 

         

  本章では、資料ボリュウムの関係で 10 のモデル施設の立地や環境・災 

害想定などを要約して紹介しております。モデル施設の詳細な資料につき 

ましては、添付の URL から県老協 HP にリンクしております。会員施設 

の皆様が参考になりそうなモデル施設の詳細説明が適宜タイムリーに確認 

できるようになっておりますので是非ご活用下さい。   
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［１］モデル施設の選出と推進ステップ

　　モデル施設の選出は、調査研究委員会の研修会（講師：烏野猛氏：会員全施設対象）受講後、

　各施設の現在のBCP取組状況や今後の取組予定とともにBCP作成モデル施設の募集をアンケート

　調査により実施致しました。募集の結果、25の施設からご応募頂き以下の「モデル施設選出基

　準」を参考に10の施設を選出致しました。

　　１．BCP研修会

調査研究委員会 日程：R３年９月30日

研修会の実施 内容：防災・感染症BCP作成に向けて押さえておくべき

ポイント

講師：烏野　猛氏（びわこ学院大学教授：zoomウエビナー）

対象：会員全施設

　　２．モデル施設の選出

アンケート実施 日程：R３年10月初旬（アンケート調査）

（全施設対象） 内容：①上記、研修会受講後の感想

　　　②BCPに関する各施設の取組状況と課題について

BCP作成モデル施設 　　　③BCP作成モデル施設の募集

の選出 対象：会員全施設（アンケート回答：327施設、82.6％）

（以下、BCPモデル施設募集状況）

モデル施設としてＢＣＰマニュアル策定に

取組んで頂ける施設を募集

　↓

「25施設」より応募頂いた。

　↓

下記の選出基準により「10施設」をモデル施設として

選択

＜モデル施設選出基準＞

●早急に全施設に波及させるためスピード感をもって推進できる施設。

　１．現時点で基本的な防災・感染症対応がある程度できている。

　　●防災体制、対応マニュアルを既に具備し、訓練や研修会も定期的に実施。

　２．立地や想定される災害を考慮する。

　　●立地は、海・山・川に分類。

　　●重ねるハザードマップで想定災害確認。

　３．施設の規模（定員・職員数）や形態（特養・養護・デイ等）も考慮する。

　　●できれば、各種インフラ設備内容の相違等考慮。

　　　ex.停電＝自家発電有無、代替手段（規模や種々の状況により選択できる）

　４．ブロックも考慮する

　　●ブロックのモデル施設として、見学や相談ができそうな施設。

　　３．推進ステップへ（次ページ）

　　　　＜モデル施設と推進責任者の皆様＞

立地

海 1 第2シルバーコースト甲子園　　　  　　　原　　　賢　

2 いやさか苑　　　　　　　　　　   　　 　田上　優佳

3 さくら苑　　　　　　　　　　　   　　 　竹内　陽介

川・池 4 清華苑　　　　　　　　　　　　    　　　　　　　　　　鶴岡　大輝　　　　

5 むれさきデイサービス新宮　　　    　　　牛建　小麻紀

山 6 野桑の里　　　　　　　　　　　   　　　大田　光一

7 加古川さくら園                    　　　 　　　福島　裕之

8 山路園　　　　　　　　　　　　  　　 　川上　智子

9 むらおかこぶし園　　　　　　　   　　　山根　直美

10 1にしのみや苑　　　　　　　　　   　　　眞名野　由美

モデル施設 推進責任者（敬称略）
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［１］モデル施設の選出と推進ステップ

　　モデル施設のマニュアル作成は、令和３年11月29日のキックオフミーティングを皮切りに翌令和

　４年７月27日の全施設を対象にしたBCPマニュアル報告会までの約８ケ月間にわたる長丁場で課題

　対応に取り組んで頂きました。途中、モデル施設の現地検討会や共通のBCPマニュアル説明会・課

　題対応の進捗チェック・フォローを適宜行いながら２度の調査研究委員会への報告会を経て最終の

　報告会に臨んで頂きました。

　　３．推進ステップ

モデル施設 日　程 R３年11月29日

キックオフMT 講　師 烏野教授（びわこ学院大学）、zoom

対　象 モデル10施設、調査研究委員会委員

内　容 今後の進め方・課題対応のポイント

　　①施設独自の非難の判断基準作成

　　（課題対応） 　　②職員アンケートの実施と集計・分析

　　　 　　③職員居住地マッピング

　　④有事の際の召集基準・勤務シフト作成

　　〇業務の優先順位作成

モデル施設 日　程 R４年２月25日

現地検討会 対　象 第２シルバーコースト甲子園（現地）

出　席 小西施設長、北條課長、原主任

烏野教授、調査研究委員会委員

内　容 ①施設の概要説明と施設内見学

②課題対応状況説明＆ディスカッション　

③その他

BCPマニュアル 日　程 R4年３月16日

説明会 講　師 烏野教授（zoom）

対　象 モデル10施設、調査研究委員会委員

内　容 BCPマニュアル使い方の留意点（Q&A含む）

　　①共通マニュアルの説明

　　（課題対応及び 日　程 R３年11月29日～R4年７月26日

　　　報告会発表資料作成） 進捗管理 調査研究委員会　事務局

調査研究委員会　委員会

・R４年１月28日　主要課題進捗報告

・R４年３月16日　　　　同　上

・R４年５月31日　　　　同　上

モデル施設報告会 日　程 R４年６月１日

PART１ 対　象 調査研究委員会（zoom）

ｺﾒﾝﾃｰﾀｰ 烏野教授

　　（課題対応及び ※総評及び次回への改善ポイント等

　　　報告会発表資料作成） 内　容 モデル10施設報告（１施設20分：質疑含む）

※マニュアル作成進捗確認、課題対応、Q6A他

モデル施設報告会 日　程 R４年７月６日

PART2 対　象 調査研究委員会（zoom）

ｺﾒﾝﾃｰﾀｰ 烏野教授

※総評及び次回への改善ポイント等

　　（課題対応及び 内　容 モデル10施設報告（１施設20分：質疑含む）

　　　報告会発表資料作成） ※PART1の改善報告、新たな課題対応や取組等

※Part3報告会施設の選出基準

　・立地環境（海・山・川・デイ）考慮し４施設

　・主要課題の対応状況

　・他の会員施設が参考となりそうな身近な

　　災害リスクの発生が想定される施設　等々

モデル施設報告会（最終） 日　程 R４年７月27日

PART3 対　象 会員全施設（396施設：zoomウエビナー）

ｺﾒﾝﾃｰﾀｰ 烏野教授

※総評等

内　容 モデル４施設報告（１施設30分：質疑含む）

主要４課題
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［１］モデル施設の選出と推進ステップ

　＜全体スケジュール＞

8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6

R3年 第１回調査研究委員会（zoom） 8月16日 ●

調査研究委員会　研修会（zoom） 9月30日 ●

　講師：烏野先生

　内容：「防災・感染症BCP作成に向けて

　　　　　押さえておくべきポイント」

　対象：会員全施設

アンケート実施 10月初旬

　・上記、研修会受講後の感想

　・BCPに関する各施設の取組状況と

　　　　　　　課題について　　

　・BCP作成モデル施設の募集

BCP作成モデル施設の選出10施設 11月12日 ●

　（海・山・川・デイ）

モデル施設キックオフMT10施設 11月29日 ●

　・課題対応開始・報告会報告資料作成等

　・烏野先生、調査研究委員会委員

R4年 モデル施設現地訪問 2月25日 ●

　・第２シルバーコースト甲子園

　・烏野先生、調査研究委員会委員

共通マニュアル説明会 3月16日 ●

　・講師：烏野先生

　・対象：モデル10施設

報告会

　・PART1

　　報告：モデル10施設 6月1日 ●

　　対象：調査研究委員会

　・PART2 7月6日 ●

　　報告：モデル10施設

　　対象：調査研究委員会

　・PART3（最終） 7月27日 ●

　　報告：モデル４施設

　　対象：会員全施設

アンケート実施 8月上旬

　・報告会PART3を受講しての感想

　・今後のBCPマニュアル作成対応

　・調査研究委員会の対応について等

R5年 アンケート実施

　・モデル10施設その後の取組状況フォロー 2月上旬

R4年 調査研究委員会

　・課題進捗報告①他 1月28日 ●

　・課題進捗報告②他 3月16日 ●

　・課題進捗報告③他 5月31日 ●

　・報告会Part1 6月1日 ●

　・報告会Part2 7月6日 ●

　・報告会Part3（最終） 7月27日 ●

R5年 調査研究委員会

　・R4年度事業報告＆R5年度事業計画検討 1月30日 ●

　・　　　　　同　　上 3月24日 ●

　・報告書の作成・編集（事務局） ～5月下旬

　・報告書の発送開始（会員全施設） 6月16日 ●

Ｒ３年 Ｒ４年 Ｒ５年
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［２］主要な４課題対応のポイント及び留意点 

                 びわこ学院大学 教授 烏野 猛 

 

 本研究事業では、津波や高潮リスクのある沿岸部、土砂災害リスクのある山間部、そして豪雨

に伴う浸水域に位置する河川周辺部といった、自然災害における地理的リスクがすべてそろって

いる兵庫県において、事業継続計画（BCP）のモデルを作成するための取り組みを行いました。 

 本研究事業に参加した事業所は、そのほとんどが特別養護老人ホーム等の高齢者施設であるこ

とから、平成 29 年（2017 年）6 月の水防法及び土砂災害防止法の改正によって義務化された「避

難確保計画」が既に作成されています。避難確保計画とは、子どもや障害者並びに高齢者といっ

た避難弱者である要配慮者が利用する施設の所有者または管理者が、洪水・土砂災害時における

防災体制や訓練の実施に関する体制の整備を図る計画であり、策定した計画書を各市町村長に届

ける義務が課せられています。 

 令和 6 年度（2024 年度）に完全義務化へと移行が促される事業継続計画（BCP）の作成につい

ては、国（厚生労働省）によるガイドラインや、作成のためのひな型がある程度準備され、それ

に沿う形での作成が求められています。 

 国によるガイドラインやひな型、そして水防法及び土砂災害防止法の改正による「避難確保計

画」、さらには既にある 2011 年 3 月に発生した東日本大震災を契機に充実化された「防災マニュ

アル」等を活用することによって、事業継続計画（BCP）を作成することになりますが、既存の

防災における視点や対応項目のなかでも、新たに追加する必要があると思われる部分や、項目を

整理する上で必要となる基礎調査等、本研究事業では次の 4 つについて検討を行い、論議を重ね

てきました。事業継続計画（BCP）を作成する上で、より優先順位の高い課題から整理すると、

以下のようになります。 

「①施設独自の避難に関する判断基準の作成」、「②職員アンケートの実施と集計・分析」、「③   

職員居住地マッピング」、「④有事の際の参集基準・勤務シフトの作成」。 

 

 これら具体的には、「①施設独自の避難の判断基準の作成」については、気象庁の各種警報や注

意報に基づき、市町村から「高齢者等避難」、「避難指示」、「緊急安全確保」等の発令が出されま

すが、平時からこれらの発令が遅れることを勘案して、社会福祉施設において被害の拡大を防止

するため、施設独自の「体制整備や体制確立」の判断基準を定めておくことが必要となります。

昨今の線状降水帯等による局地的な気象状況により、市町村の判断の遅れによって、結果として

被害が拡大することを避けるために施設等の立地条件による地理的リスクを十分に理解し、施設

等独自の体制確立のための判断基準を設けて有事に備える、という視点です。 

 次に、「②職員アンケートの実施と集計・分析」、「③職員居住地マッピングの作成」、「④有事の

際の強制参集基準と勤務シフトの作成」の作成については、有事の際に予め実施すべき業務の優
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先順位とスタッフの確保がどの程度可能であり、現実性を担保できるかを「見える化」するため

の作業であり、自然災害やクラスター等の発生による有事の際に、最少人数でのシフト体制とな

った時間帯での活動に対し、事業を継続し続けるために何を優先して取り組むのか、という視点

が重要です。 

 このため、職員アンケートで有事の際における勤務の可否を確認するとともに、居住地マッピ

ングによりこれらの状況を「可視化」することにより職員間でのリスクの認識を確認する基礎資

料として活用することが求められます。 

 以下、主要な 4 つの課題に対し、調査研究に携わった各施設等事業者間で論議した点や要点を

整理していますので、各課題対応の際の参考にして下さい。 

 

［１］主要な４課題対応のポイント/①施設独自の避難の判断基準の作成 

 この点については、「（全員）避難指示が、市町村より発令されなかったとしても、発令された

ものとして動く『判断基準』をどうするか? 」という問題提起から論議をはじめました。 

令和元年（2019 年）5 月の災害対策基本法の改正によって、従来の「高齢者等避難」→「避難

勧告」→「避難指示」という警告のあり方を、「高齢者等避難」→「（全員）避難指示」→「緊急安

全確保」に変更し、より危機感のあるアナウンスのあり方に変更となりましたが、これらの警告

は、市町村長に発令の権限があります。しかし、昨今の線状降水帯の異常発生等によって、市町

村長による警告の発令の有無にかかわらず、要配慮者を抱える高齢者施設等にとっては、全員避

難指示の発令がないものの、発令されたものとして動く判断基準が必要になりました。 

現に、令和 3 年（2021 年）7 月、静岡県熱海市伊豆山周辺で発生した土石流災害に関しては、

当時、大雨警報が発令され、土砂災害警戒情報が出ていたにもかかわらず、熱海市長は全員避難

指示を見送ったことから、被害の拡大を許してしまったケースもありました。 

 さらに、令和 4 年（2022 年）6 月から気象庁が、線状降水帯の発生や動きを半日前から 3 時間

前までの情報を公開する※「キキクル」の導入によって、地理的リスクの異なる個々の高齢者施

設が、個々に置かれている地理的リスクに応じ、避難を開始するタイミングと、そのための判断

基準の必要性が論議されました。とくに、高齢者施設に併設している通所事業（デイサービス）

においては、大雨等の場合、どのタイミングで事業を切り上げ、利用者宅までの送迎をどうする

のか、という判断が迫られることになります。次頁が、判断基準表です。 

 

※「キキクル」とは：「キキクル」は、危険度分布の愛称です。「危険度分布」は雨による災害の危険度を５段階で

色分けして地図上にリアルタイムに表示するもので、気象庁ホームページで公開しているほか、テレビの気象情

報コーナーや各社が提携するスマホアプリから届く「危険度通知」にも使われている情報です。 
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体制確立の判断時期 

 

(例)いずれかに該当すれば 

・大雨注意報（雨） 

・洪水注意報（川） 

・氾濫 警戒
．．

 情報（川） 

[沿岸部] 

・津波注意報（海） 

(例)いずれかに該当すれば 

・記録的短時間大雨情報発令 

・線状降水帯の発生 

・大雨警報 （↑雨） 

・土砂災害警戒情報（山） 

（大雨警報発令
．．．．．．

中が前提） 

・氾濫 危険
．．

 情報（川） 

・洪水警報（川） 

[沿岸部] 

・津波警報（海）・高潮警報

（海） 

 

 

 

 

 

 

 

(例)いずれかに該当すれば 

・大雨特別警報（雨） 

・氾濫 発生
．．

 情報（川） 

[沿岸部] 

・大津波警報（海） 

 

 

 

 

 

体 制 

 

高
齢
者
等
避
難 

活動内容 

 

対応要員 

 

 

・利用者名簿（優先順位確認） 

・職員数確保の把握 

・気象情報等の情報収集 

・数時間後の危険レベル等も含め 

 

 

 

 

 

 

 

 

・防災担当職員他 

（他には、誰が…?） 

 

 

 

（
全
員
）

避
難
指
示 

・気象情報等の情報収集 

・避難場所への避難誘導 

・使用する可能性が高い蓄電

器等の準備 

・利用者家族への事前連絡 

・職員含め人数確認 

・地域住民への協力要請 

 

 

 

 

 

・管理者他 

（他には、誰が…?） 

 

緊
急
安
全
確
保 

・垂直避難 

・浸水が考えられるなら、土嚢

を敷く等の作業の後、電源の喪

失前に、上階へ避難する 

・防災備蓄品の確認 

 

 

 

 

 

 

 

 

・管理者他 

（他には、誰が…?） 

・強制参集職員他 
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 より具体的には、行政による「（全員）避難指示」が発令されなかったとしても、発令されたも

のとして行動するには、例えば、河川沿いや山間部の事業所においては、記録的短時間大雨情報

や、線状降水帯の発生、大雨警報、土砂災害警戒情報、氾濫危険情報、洪水警報等の情報を入手

した段階で、また沿岸部では高潮警報や津波警報の情報があれば、避難への行動を促す、という

ことが重要です。 

 会員の皆さんの各施設事業所における地理的リスクをハザードマップ等から整理し、体制確立

の判断基準について、より可視化できるよう心掛けてください。 

 以下のチェックポイントから、皆さんの施設での「判断基準」を整理して下さい。 

 

□ 海岸線近くに位置する施設や事業所では、地震に伴う「津波警報」や「高潮警報」から判断を。 

□ 河川周辺に位置する施設や事業所では、大雨に伴う河川の危険水位から「氾濫警戒情報」や「氾

濫危険情報」をもとに判断を。 

□ 「氾濫警戒
．．

情報」と「氾濫危険
．．

情報」 どちらが危険度が高いか、瞬時に判断できますか?  

□ 「記録的短時間大雨情報」や「線状降水帯」等の情報を入手したら、「川の防災情報」（国土

交通省）等のサイトから、ライブカメラ等で河川の水位を確認する準備はできていますか?  

□ 裏に山がある施設や事業所では、「土砂災害警戒情報」等から目視で施設周辺の異常を確認す

る習慣はできていますか?  

 

［２］主要な４課題対応のポイント/②職員アンケートの実施と集計・分析、③職員居住地マッピ 

ング、④有事の際の強制参集基準や勤務シフト 

 これについては、④有事の際の強制参集基準や勤務シフト、を作成する上で、実際に駆けつけ

ることができる職員がどこに住んでいて、また、職員個々が抱える今の現状から、事業所への参

集が本当に可能なのか、という現実性を担保し、③職員居住地マッピングに連動するものです。

②から④については関連性が非常に高いものですから、まとめて説明します。 

 前述したとおり、②職員アンケートをとる目的は、個々の職員が、実際にどのような地理的リ

スクにあるところに住んでいるのか、という確認や、どのような通勤手段で、どれくらいの時間

がかかり、何キロ離れているのか、また小さな子どもと同居して扶養していることや、年老いた

親を自宅で介護している等、職員個々の事情、さらには法人や施設がどのような仕組みや環境を

準備することができれば、参集しやすいのか等にいたるまで聞き取るものです。 

 とくに、職員の居住地を地図上に起こし、目に見える形（可視化）にすることによって、事業

所までの距離が住んでいるところから単に近い、というだけの理由だけではなく、川があり橋を

渡らなければ参集できないのか等についても、多くの職員で共有化できる機会を得ることができ

ます。さらに見える化することで、一つの法人で複数の事業所を有する場合、実際に勤務してい

る事業所までは参集するのに距離もあり時間もかかるものの、同一法人の違う事業所には参集し

やすい、といった新たな視点も養うことができます。以下に、アンケートのひな型を載せておき

ます。 
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可視化するために必要な「職員アンケート」 

事業継続計画（BCP）とは、大規模な自然災害や感染症等により、通常業務の実施が困難にな

った際においても、業務を継続するため介護事業所〇●が実施すべき優先順位を計画するもので

す。優先すべき業務を遂行するため、必要な人員の確保が求められます。 

 介護事業所●〇では、利用者の生命と健康を守るだけではなく、すべての職員の生命と暮らし

を守る責務があります。 

 そこで、有事の際に優先すべき業務を遂行するため、皆さんの働き方についてのアンケート調

査を実施します。以下の項目にお答えください。 

   

 

氏名  職種 
介護・医療・その他

（     ） 

住所  勤務形態 常勤 ・ パート 

 

通勤 
□ 自家用車  □ バイク 

□ 自転車   □ バス 

□ 徒歩    □ その他（    ） 

距離 ㎞ 時間 
  

分  

 

１ 感染症発生時と、地震、風水害等を想定した災害時に分けてお尋ねします。  
 

 事業所内で感染症が発生した場合 事業所付近で自然災害が発生した場

合 

勤務について 

①. 無条件で通常の勤務が可能 

 

②. 宿泊場所があれば通常の勤務が可能 

 

③. 感染エリアでは勤務したくない 

 

④. できれば出勤したくない 

 

⑤. その他              

家族の安全確認後… 

 

①. 通常の勤務が可能 

 

②. 宿泊場所があれば通常の勤務が可能 

 

③. できれば出勤したくない 

 

④. その他             

上記で③④「で

きれば出勤し

たくない」と答

えた理由 

①. 小学生以下の子と同居しているから 

   

 

 

 

②. 要介護者と同居しているから 

 

 

 

③. その他 

 

①. 小学生以下の子と同居しているから 

 

 

 

 

②. 要介護者と同居しているから 

 

 

 

③. その他 

                            

 

 

アンケート 

年齢・人数など 年齢・人数など 

年齢・人数など 年齢・人数など 
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２ 自然災害について、地震と風水害を想定した場合に分けてお尋ねします。 

 震度 5 強以上の地震が発生した場合 風水害が発生した場合 

自宅の災害 
リスク情報 
（該当☑） 

 

 

 

□ 津波浸水想定区域 

□ 高潮想定区域 

 

 

 

□ 洪水浸水想定区域 

□ 土砂災害想定区域 

□ 高潮浸水想定区域 

 

 

 

 

 

 

 

通勤経路で 
のリスクを
可能な限り
すべて記載
して下さい 

例：ブロック塀の倒壊等で通行不能になる 

 

 

 

 

 

例：橋を渡る必要があり、通行不能になる 

 

 

 

３ 常勤やパート(派遣・契約社員を含む)スタッフの方にお聞きします。 

 

有事の際、業務を最低限維持していくために、一時的に雇用契約と異なる勤務を依頼された場合
についてお聞きします。（該当に〇） 

 

①. 雇用契約と異なる条件でも勤務について検討可能 

②. 雇用条件の通りにしか勤務できない 

③. 雇用条件より減らしたい 

 

 

4 その他、どのような「条件や環境」があれば、有事であったとしても、働き続けるこ 

とができますか? 自由にお答えください。 

 

 

 

 

 

 

ご協力ありがとうございました。 

 

 

重ねるハザードマップ国土交通省（https://disaportal.gsi.go.jp）等で調べてください。 
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 以下のチェックポイントから、②職員アンケートの実施と集計・分析、③職員居住地マッピン

グ、④有事の際の強制参集基準や勤務シフト、が効果的なものになっているか、整理して下さい。 

□ 「職員アンケート」の用紙を配布
．．

した日時を記録しておいてください（「配布した日」と「回

収・集計した日」とは当然のことながらタイムラグがありますが、「配布した日」を記録化し

ておくことで、リスクヘッジをかけることができますので）。 

□ 「職員アンケート」や「職員居住地のマッピング」については、個人情報の観点から内部での

周知のみに使用することを確認しておいてください。 

□ 「職員居住地等のマッピング」では、強制参集に該当する管理者、それ以外の準管理者（例え

ばフロアリーダーや係長等の役職者等）、一般の職員等、付箋紙等で色を変えて、分かりやす

さ（見やすさ）が重視されたものとなっていますか?  

□ 単に「（住んでいる所から）施設までの距離が近い」というだけではなく、同居する家族関係

や住居形態（一戸建て・マンション高層階等）、さらに通勤手段（バイク等の場合、公共交通

手段が断たれた場合でも、フレキシブルに動ける可能性が高い）等も視野に入れて、有事への

参集の可能性を「見える化」できていますか? 

□ 有事の際に参集できた職員だけによる「業務の優先順位」のつけ方について、「利用者に応じ

た支援や法人・施設等の理念に合った、（理想的な）業務」と、「集まることができた職員の

得意技を活かした、最低限ではあるものの、すべての利用者に行き渡る支援を最優先した業

務」なのか、日ごろから話し合えていますか?   

 

［３］自己点検 

補足として、令和 6 年度（2024 年度）からの完全義務化まで、若干の時間的猶予があり、また

この期間内で新たに起こりうるこれからの梅雨や台風、豪雪等の自然災害をふまえ、たえず修正

ができるよう、計画性をもった取り組みが必要であったことから、個々の事業所が自己点検でき

る進捗管理表を独自に作成したことは、非常に効果的であったと考えています。 

 以下に、到達度の自己点検表を載せておきます。 

 

[自己点検のポイント] 

達成課題 点検 自己点検のポイント 

① 避難の判断基準  
避難の判断基準やその後の動き方・対応が明確になっている。 

通所：豪雨等による早めの店じまいのタイミングが明確である。 

② 職員アンケート  
アンケートの配布・収集・集計がなされ、有事の際の参集基準や、

勤務シフトへの反映が明確になっている。 

③ 居住地マップ（職員・利用者）  
勤務する職員（利用者）の所在が役割別に明確になっている。 

通所・訪問：利用者宅の情報も反映されている。 

④ 職員参集基準  
職員参集基準の優先度が明確であり、有事の際、職員への事前の申

し伝えも十分に説明がされている。 

⑤ 有事の際の勤務シフト  
夜勤から始まり、最悪の状況下においても、シフトが計画的になさ

れている。通所：翌朝からの勤務シフトの現実性が明確である。 

⑥ 優先順位（あるべき理想）  
法人理念等と照らし合わせ、利用者への介助の優先順位について、

職員の出勤率との関係で、あるべき姿が整理されている。 

⑦ 優先順位（現実的・具体的）  
実際に集まることができる職員で遂行できる業務の優先順位が話

し合われ、より現実的な効果が得られるものとなっている。 

⑧ 訓練・研修  
全職員に対し、周知徹底のための研修が予定され、訓練についても

計画されている。 

⑨ 進捗管理（計画性）  有事の際の体制及びスケジュールが明確になっている。 
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[自己点検ポイント集計] 「（80％以上）ほぼ達成…〇」 「一部未達成…△」 「未達成…×」 

① 避難の判断基準  ⑥ 優先順位（あるべき理想）  左記〇印の合計 

② 職員アンケート  ⑦ 優先順位（現実的・具体的）  

③ 居住地マップ（職員・利用者含む）  ⑧ 訓練・研修  

④ 職員参集基準  ⑨ 進捗管理（計画性）  

⑤ 有事の際の勤務シフト    

 

[自己点検の達成レベル] 

達成レベル 具体的な達成項目 ポイント（目安） 

レベル 5 （90％以上） 
避難の判断基準を含め、職員アンケートや居住地マップ

が作成され、職員参集基準が明確で、優先順位が過去の

被災に対し現実的なものであり、実効性がある。 
8 つ以上 

レベル 4 （80％以上） 
避難の判断基準を含め、職員アンケートや居住地マップ

が作成され、職員参集基準が明確であるものの、一部に

改善の余地がみられる。 
7 つ以上 

レベル 3 （60％以上） 
避難の判断基準を含め、職員アンケートや居住地マップ

が作成されてはいるが、職員の参集や優先順位の一部に

改善の余地がみられる。 
6 つ以上 

レベル 2 （40％以上） 
避難の判断基準を含め、職員アンケートや居住地マップ

が作成されてはいるものの、職員の参集基準や勤務シフ

ト等に課題が残り、十分とはいえない。 
4 つ以上 

レベル 1 （40％未満） 
避難の判断基準を含め、職員アンケートや居住地マップ

の作成に不十分な点がみられ、職員の参集基準や優先順

位等にも改善の余地が多くみられる。 
3 つ程度 

 ※兵庫県老人福祉事業協会研究事業での共同成果資料を加工（烏野） 

 

「自己点検」のチェックポイントでは、以下の点に注意し、整理して下さい。 

□ 外部に公表等するものではないので、現実的な計画がなされていますか? 

□ これからの、梅雨時期での豪雨、台風時の暴風雨等を視野に入れて、より高い完成度を求める

のではなく、「たえず修正し続ける」という余裕のある計画になっていますか? 

□ 年度末までの計画（進捗管理含めた）を、多くの職員と共有（周知）する機会を設けています

か? 

 

［４］研修・訓練の実施について 

 また、今後のことも考え、個々の施設や事業所が実施しなければならない研修や訓練を含め、

法的根拠とその解釈、また連携を図るうえでの留意点を整理しておきました。 

個々の事業所における研修や避難等訓練に関する法的根拠は次のとおりです。 

① 平成 11 年（1999 年）厚生省令第 39 号「指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関

する基準」の第 24 条 (事業継続計画の策定等) 『指定介護老人福祉施設は、従業者に対

し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研修及び訓練を定期的に実施しなけれ

ばならない』 

② 平成 12 年（2000 年）老発第 214 号通知「業務継続計画の策定等」において、『－研修の内

容は、感染症及び災害に係る業務継続計画の具体的内容を職員間に共有するとともに、平常
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時の対応の必要性や、緊急時の対応にかかる理解の励行を行うものとする。職員教育を組織

的に浸透させていくために、定期的(年 2 回以上)な教育を開催するとともに、新規採用時に

は別に研修を実施すること。また研修の実施内容についても記録すること。』 

「研修・訓練」のチェックポイントでは、以下の点に注意し、整理して下さい。 

 

□ 全職員（パートや非正規職員も含め）に周知できる研修や訓練になっていますか?  

□ 研修や訓練の結果を、ミニレポートや感想文等、書類で残していますか（参加名簿も）?  

□ 自施設や事業所で対応できるであろう事と、自施設だけでは限界がある点を整理できていま

すか? 

□ 他施設や他事業所と連携を図る際、互いの強みや弱点を相補強するような視点はありますか? 
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［３］モデル10施設の事例紹介/モデル施設一覧

［モデル施設一覧］

立地

1 特別養護老人ホーム　第2シルバーコースト甲子園　　　  　　　

https://www.hyogo-kenroukyo.jp/cgi/image/file/1684376082_200.pdf

2 特別養護老人ホーム　いやさか苑　　　　　　　　　　   　　 　

https://www.hyogo-kenroukyo.jp/cgi/image/file/1684385141_709.pdf

3 養護老人ホーム　さくら苑　　　　　　　　　　　   　　 　

https://www.hyogo-kenroukyo.jp/cgi/image/file/1684376151_262.pdf

4

5 むれさきデイサービス新宮　　　    　　　

https://www.hyogo-kenroukyo.jp/cgi/image/file/1686802735_236.pdf

6 特別養護老人ホーム　野桑の里　　　　　　　　　　　   　　　

https://www.hyogo-kenroukyo.jp/cgi/image/file/1684378232_132.pdf

7

8 特別養護老人ホーム　山路園　　　　　　　　　　　　  　　 　

https://www.hyogo-kenroukyo.jp/cgi/image/file/1684378285_83.pdf

9 特別養護老人ホーム　むらおかこぶし園　　　　　　　   　　　

https://www.hyogo-kenroukyo.jp/cgi/image/file/1684378315_756.pdf

10 特別養護老人ホーム　にしのみや苑　　　　　　　　　   　　　

※県老協ホームページにリンクしております。

　　 ・次ページ以降において、モデル施設の概況をまとめておりますの
　 　で参考になりそうなモデル施設から詳細情報をご確認ください。

・これらの情報は、県老協のホームページに掲載しておりますので
　上記施設のURLをクリックして確認して下さい。
・モデル施設の詳細情報には、「推進体制」「課題別の所要時間・

　 　対応人数」「進め方のポイントや工夫」「課題と対策」など実際
　に対応した状況が記載されておりますので参考にして下さい。

https://www.hyogo-kenroukyo.jp/cgi/image/file/1684378258_352.pdf

https://www.hyogo-kenroukyo.jp/cgi/image/file/1684378339_247.pdf

山

モデル施設

特別養護老人ホーム　加古川さくら園

特別養護老人ホーム　清華苑

川・池

海

https://www.hyogo-kenroukyo.jp/cgi/image/file/1684376188_899.pdf
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［３］モデル10施設の事例紹介（その①）

　BCPマニュアル作成に取組んで頂いたモデル10施設の概況です。
立地別（海・川・山）に分類し、施設概況及び主な被害想定等を簡単にまとめておりますので、参考にな
りそうなモデル施設より確認することができます。モデル施設の詳細な情報は（報告資料や関係資料）、
下段に記載しているURLをクリックすると県老協のHPにリンクされ閲覧できます。

立地
施設名・所在地他施

設概要
立地と被害想定・対応方法

メリット・デメリット・苦労話
・アドバイスなど

https://www.hyogo-kenroukyo.jp/cgi/image/file/1684376082_200.pdf

https://www.hyogo-kenroukyo.jp/cgi/image/file/1684385141_709.pdf

https://www.hyogo-kenroukyo.jp/cgi/image/file/1684376151_262.pdf

https://www.hyogo-kenroukyo.jp/cgi/image/file/1684376188_899.pdf

モデル施設概況

海

第2シルバー
コースト甲子園（特
養）５階建
・西宮市枝川町17－
　55
・ユニット型特養
・職員数132名
・入居数120名
・併設デイ30名
・ショートステイ10
　名

（立地）海：甲子園浜に直面している施設
　
（災害リスク）津波・高潮・洪水
（被害想定）①震度６弱で最高津波水位は3
　.7ｍ、地震発生から112分後に到達。②武庫
　川氾濫による浸水想定区域0.5～３ｍ
　
　
（避難方法）自力避難困難者が多いことか
　ら、昼夜共に籠城型で３階以上への垂直避
　難

メリットは、ある程度出来上がったマニュア
ルを基に作成できたこと。
デメリットは、対応する項目が多く時間と労
力がかかること。
アドバイスとして、出来るだけ多くの職員に
関わってもらうことにより連帯感・情報共有が
できる。地域住民との協力体制の確認が必要な
こと。周知のためにポケットサイズのハンド
ブックを作成予定。
　最初は、より大きな災害を想定してしまい内
容が手に負えないことになりそうでしたが３階
以上に避難すれば助かる程度の計画で進めてい
くことをアドバイスいただき、考えやすくなり
ました。
なるべく早く作成して何回も見直していくうち
に自身に合ったBCP項目や訓練方法などが見え
てきますので継続して作り上げていくことが大
切です。

海

いやさか苑（地域密
着型特養）
・姫路市白浜町宇佐
　崎北1丁目29番地
・職員数46名
・入居数29名
・ショートステイ10
　名

（立地）姫路市の南東に位置し海岸まで１
　キロ。
（災害リスク）洪水・津波
（被害想定）震度６強の地震の場合、河川の
　氾濫に注意。0.5～3.0mの浸水が想定
（避難方法）介護度が高い利用者の避難を考
　えると、水害の場合は施設内での垂直避難
　が妥当。

全ての課題対応について、考え方・担当・実
施手順・進め方のポイント・課題と対策等別途
資料（県老協HP）にポイント記載資料を添付し
ているのでご参照下さい。
メリットとして、マニュアル作りを通して職
員間で対応について議論できたこと、ベクトル
を合わせられたこと、重要事項の共有ができた
ことなど、考え方や意識の変革につなげること
ができた。テーマは変わっても今回のように各
事業の管理者が集い行う作業部会の重要性を認
識できた。

海

さくら苑（養護）
・南あわじ市福良丙
　22番地4
・職員数46名
・入居数104名

（立地）海抜6.4ｍ、急傾斜地の崩壊警戒区
　域
（災害リスク）津波・土砂災害
（被害想定）当初、南海トラフ地震を想定。
　南海トラフ地震により業務継続不能と判断
　し、１週間程度の停電・断水を想定した。

メリットは、自施設の自然災害について改め
て考える機会となったこと。ハザードマップや
自治体の情報を確認したり、地図のマッピング
などを行うことで、災害時の状況をより具体的
にイメージできるようになったこと。
デメリットは、コロナ禍で業務に制限がある
なかでの対応であったため、検討する時間が取
りずらかった。

川

清華苑（特養）
・明石市大久保町大
　窪3104-1
・職員数75名
・入居数100名

（立地）ハザードマップ上での被害はないた
　め、地震を想定したマニュアルを作成。
（災害リスク）地震
（避難方法）阪神大震災では大きな被害なく
　被災住民80名受け入れ、今後も同様な対応
　予定。

アドバイスとして、今後策定する方へ、条件
や規模が類似する他の施設の内容や助言を参考
に進めて頂きたい。
メリットは、BCP マニュアルを作成すること
に
より防災に関する意識を強く持つことができ、
災害時には職員として何ができるかを考えるよ
うになった。
・施設で出来る事、できないことがはっきり知
ることができた。補充しないといけない物品、
新たに購入しないといけない物についても気付
き話し合うことができた。
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［３］モデル10施設の事例紹介（その②）

立地
施設名・所在地他施

設概要
立地と被害想定・対応方法

メリット・デメリット・苦労話
・アドバイスなど

https://www.hyogo-kenroukyo.jp/cgi/image/file/1684378232_132.pdf

https://www.hyogo-kenroukyo.jp/cgi/image/file/1686802735_236.pdf

https://www.hyogo-kenroukyo.jp/cgi/image/file/1684378258_352.pdf

山

野桑の里（特養）
・赤穂郡上郡町野桑
　3027番地
・職員数：75名
・入居数：50名
・ショート：5名
・デイ：25名

（立地）山と川の間に立地する。
（被害想定）地震災害をベースに土砂災害・
　水害、感染症の蔓延を想定。その後追加で
　停電時や積雪時を想定・検討中。
（避難方法）建物内垂直避難か？

メリットは、一言でいえば「意識が変わる」で
す。同じ事象に対してもどのように備えるか
、受け止めるかで大きな違いがあると思います
。
BCPを作成し、一部分を共有することだけでも
有事の際の判断・対応が円滑になったように感じ
ています。「大変だ（やりたくない）」というマ
イナスな気持ちから、良い意味での「諦め
」「覚悟」に至るプロセスが短くなりました。
また有事（通信障害・停電・積雪・感染症蔓延
等）を経験するたびに「今度同じことが起きたら
どうしようか」「同じことが起きないようにどう
しようか」と有事の際だけで完了するのではな
く、今後に向けた準備・対策に繋げる意識が強く
なり、行動に変化が出てきました。
デメリットは、一言で「大変」です。真剣に
向き合えば向き合うほど大変な内容です。
一度作成したからそれで終了とはなりません。

山

川・
デイ

むれさきデイサービ
ス新宮
（単独デイ）
・鉄筋１F平屋建
・たつの市新宮町井
　野原481-1
・職員数：34名

（立地）揖保川・栗栖川氾濫による浸水想定
　区域内
（災害想定）河川氾濫による浸水0.5～３m、
　山崎断層地震震度６弱
（被害想定）入所者がいないため車での送迎
　できる間の対応を検討。線状降水帯の発生
　による警報が出た場合や「高齢者等避難」
　が発令された場合での判断
（避難方法）平屋のため、垂直避難は不可。
　車が使える前提で近隣避難所に避難。不可
　の場合は鉄筋の２F建以上の建物が少ない状
　況。

アドバイスとして、職員調査と居住時マップ
は時間と労力のかかる大変な作業ではあります
が、実施していただいた方が良いと思います。
作成してみて気づくことが多いです。BCPは協会
からひな型も送付されていますので、ひとまず自
施設用に記入して完成させ、その後見直しを続け
ていけば良いと思います。当施設のBCPも作成し
たもののまだまだ見直しが必要です。訓練もまだ
実施しておらずこの１年で対応していこうと思い
ます。
メリットは、それぞれの作業の締切が来るの
で、作業が進んだことと、職員アンケートを実施
し、実際の稼働が見えてきたこと。
デメリットは、それぞれの課題の締切が来る
ので、他の仕事が後回しになったこと。

モデル施設概況

加古川さくら園（特
養）
・加古川市東神吉町
　神吉字北山1844-5
・職員数70名
・入居数50名
・併設デイ有

（立地）施設の東側に山が迫っている。過去
　に土砂災害。ハザードマップではリスク想
　定なし。
（被害想定）台風、大雨による土砂災害。
（避難方法）

アドバイスとして、職員アンケートにおいて
、不安や不公平感、またモチベーションを下げな
いよう説明することが難しい。通常業務以外の作
業に充てる人員に余裕がないため、より具体的な
計画の作成にいたらなかった。
訓練や有事の際の有効な計画作成のためには、細
部にわたり必要事項を予想し、その対策を立案す
ることが不可欠であることを改めて感じさせられ
た。日々、業務に余裕のない中であるが
、時間を掛けてでも多くの職員に参加させ完成さ
せていきたい。
メリットは、災害発生時の業務遂行について
意識を含めて事前に準備できること
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［３］モデル10施設の事例紹介（その③）

立地
施設名・所在地他施

設概要
立地と被害想定・対応方法

メリット・デメリット・苦労話
・アドバイスなど

山

にしのみや苑
（特養）
・西宮市甲山町53番
　地
・職員数59名
・入居数67名
・ショート7名
・デイ22名

（立地）西宮市甲山町に位置する３階建の特
　別養護老人ホーム
（被害想定）土砂災害
（避難判断基準）隣接した北側に崖（急傾斜
　地）があり土砂災害警戒区域に含まれてい
　ます。大雨特別警報（土砂災害）発令時点
　でBCP対策本部（にしのみや苑事務所）を設
　置しBCPを発動します。（土砂災害の前兆現
　象を確認した際は西宮市からの情報を待た
　ずに遅滞なく設置します。平常時の北側斜
　面の様子を職員間で確認し異変時に気付け
　るように意識づけを行いました。
　実際の大雨の日に建物北側の様子を観察し
　ました。

アドバイスとして、すべきことが見えてきた
と同時に不十分さに気付き不安が募りました。
BCPの作成にとどまらず理解し浸透していくこ
とが大事で見直しや更新が重要と話しあいまし
た。BCPからBCMへ（周知・訓練・運用）。隣接施
設との情報共有や協力体制の強化が必要で地域や
家族会（にしのみや苑入所の家族をもって組織。
会員相互の親睦と啓発を図る会）との連携には課
題もあり今後改善していく必要性があります。
BCP作成で防災に関する世の中の物事に意識がい
くようになり個人の防災対応能力が向上したと思
います。実際にBCPを発動することが無いのが一
番ですが、今後も災害に対する備え方、対処の仕
方を学び、実践を繰り返し改善していきます。
メリットは、防災対策の内容が濃くなると同
時に不十分さに気付くようになったこと。防災対
応能力が向上したこと。地震の日常生活にも活か
せるので為になったこと。すべきことが見えてき
た分不安も募ることなど。
デメリットは、BCP 通りに動けるのか不安な
こと。

山

山路園（特養）
・丹波市山南町野坂
　181-1
・職員数78名
・入居数70名
・併設ケア、デイ有

山

むらおかこぶし園
（ユニット型特養）
・美方郡香美町村岡
　区村岡2205
・職員数57名
・入居数60名

（立地）但馬地域の山と山に囲まれた田んぼ
　の中に立地
（被害想定）災害想定は、「兵庫県ＣＧハザ
　ードマップ」を使いました。当施設は土砂
　災害警戒区域になっており、土石流や地滑
　りの危険性があります。
　また、県下一の豪雪地帯であり、冬には積
　雪が２メートル以上になることがあります
　。雪の重みで電線が切れ、停電になること
　が冬期間に２～３回はあります。
（避難の判断基準）平屋なので垂直移動が
　できない、車は３台しかなく、車いすの乗
　車は一度に３台までという状況のなか、ど
　うやって避難所へ移動するのか悩みました
　。皆と話し合って「ろう城」という方法で
　進めていくことにしました。

苦労したところは、まずBCPについて職員の理解
や共通認識を図ることです。今まで担当メンバー
以外はほとんど耳にすることがなかったかと思い
ます。全職員対象に、何回にも分けて、必要性や
内容について説明しました。訓練後も皆から感想
や課題を募り、話し合いをしてBCPの修正を行い
ました。職員自身が関わるという
ことを今後も意識していきたいと思っています
。
アドバイスとして、烏野先生から「高齢化が
進んでいるがローカルの良さは人と人の繋がりが
あるところ」との言葉があり、平時から地域住民
と交流を図り、好ましい関係性を築くことも防災
の一つと感じています。来年度は地域住民に参加
を呼びかけ、一緒にシミュレーション訓練に行う
予定です。訓練を通して見えてきた課題について
検討を重ね、より実行性のあるBCPにしていきた
いと思っています。
メリットは、不十分なところが明確になった
こと。大丈夫というところも分かった。

https://www.hyogo-kenroukyo.jp/cgi/image/file/1684378285_83.pdf

https://www.hyogo-kenroukyo.jp/cgi/image/file/1684378315_756.pdf

https://www.hyogo-kenroukyo.jp/cgi/image/file/1684378339_247.pdf

（立地）日本海、瀬戸内海からは離れた地で
　、山に囲まれている場所に立地している。
　近くには加古川が流れている
（被害想定）土砂警戒区域（イエローゾーン
　）、浸水被害はない
（避難方法）職員の各種待機命令や危難準備
　の基準等作成している。福祉避難所にも登
　録。

メリットは、現在の園の設備がどの程度整っ
ているのか、どの部分を準備しないといけないか
が把握できた。
また、アンケートを取ったことで、どの職員も通
勤さえ可能であれば80％以上の職員が出勤する意
向を確認でき安心感がもてた。
メンバーは何度も頭の中で、災害をシュミレー
ションしたので、施設設備の場所を理解できるだ
けでなく、どう動くか・・・もディスカッシ
ョンの中でイメージすることができた。
デメリットは、マップの作成に時間がかかっ
た。難しかった通常のケアを行った後の作成だ
ったので、体力と頭が疲れた。
アドバイスとして、地図は保管方法を検討し
てから、早めに取り掛かるのがいいと思います
。４つの課題を検討しているときは、何をしてい
るかよくわからなかったが、課題をクリアする
と、おおむねマニュアルの概要がわかりだすと思
います。

モデル施設概況
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［４］モデル10施設のその後の対応状況（アンケート調査）

１．調査目的　 令和３年11月～令和４年７月までモデル10施設が取組んだ４課題のその後の対応及び
その後のメンテナンス・訓練・説明会等の実施状況についての確認。その他、共通マニュ
アルに記載されている「平常時の対応」「他施設・地域との連携」についてアンケート
調査を実施。

２．調査期間 令和５年２月
３．調査対象 BCPマニュアル作成　モデル10施設
４．回答状況　 回答事業者数：10施設、回答率：100％

BCPマニュアル作成　モデル施設担当責任者各位

施設名

記入者 氏名 役割

No.1
　この度は、モデル施設の皆様を対象に、その後のＢＣＰマニュアルの作成及び各種対応

状況につきましてお伺いします。

　BCPマニュアル作成に際しましては、烏野先生から提供頂いたマニュアルに基づき

「施設の災害被害想定」「有事の際の優先業務の作成」「全体スケジュールと推進体制」

「訓練・研修会の実施計画」の作成を前提に以下の４つの課題対応を主に取組んで頂き

ました。

　４課題：①避難の判断基準、②職員アンケートの実施と分析、③居住地マップの作成、

　　　　　④職員招集基準と有事のシフト

上記課題の充足度合いや訓練・研修会の実施等含めマニュアルに記載されているその他の

課題の対応状況等について以下のアンケートにお応え下さい。

各設問毎に「フリーコメント欄」を設けております。補足説明等必要であれば記入して

下さい。

大変お忙しいところ恐縮ですが、２月１７日（金）頃を目途にご回答頂ければ幸いです。

よろしくお願い致します。

１．４課題の対応について（該当項目に〇印を記入して下さい。）

　①特に気になる箇所がないためその後の進展はない。

　②さらに内容拡充し現時点で特にメンテナンスが不要な状態にある。

　③現在部分的な見直しを行っている状況にある。

　④今後のところで気になるところを見直し・改善予定である。

（フリーコメント欄）

２．作成したマニュアル等の情報共有（研修会含む）について

　①防災本部等施設関係者との情報共有等、部分的に実施した。

　②施設利用者含む全ての施設の関係者を対象に情報共有した。

　③今後実施予定である。

　④いまのところ実施する予定はない。

（フリーコメント欄）

３．訓練の実施について

　①作成したマニュアルに基づき訓練を実施した。

　②まだ実施していないが、今後のところで計画を立てている。

　③実施計画は未定であるが、実施予定である。

　④いまのところ実施予定はない。

（フリーコメント欄）

県老協　事務局

BCPマニュアル作成（10モデル施設）その後の取組等についてのアンケート
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４．その他の課題対応について（烏野先生提供マニュアルの未対応項目） No.2

　A.平常時の対応について
　　（１）建物・設備の安全対策 対応済 推進中 対応予定 未計画

①人が常駐する場所の耐震措置

　　　　 ②設備の耐震措置

　　　　 ③水害対策

　　（２）電気が止まった場合の対策

　　（３）ガスが止まった場合の対策

　　（４）水道が止まった場合の対策

　　　　 ①飲料水

　　　　 ②生活用水

　　（５）通信が麻痺した場合の対策

　　（６）システムが停止した場合の対策

　　（７）衛生面の対策

　　　　 ①トイレ対策

　　　　 ②汚物対策

　　（８）必要品の備蓄

　　（９）資金手当て

（フリーコメント欄）

　B.他施設との連携について（他施設：同一グループ内外問わず）

　　（１）連携体制の構築 対応済 推進中 対応予定 未計画

　　　　 ①連携先との協議

　　　　 ②連携協定書の締結

　　　　 ③地域のﾈｯﾄﾜｰｸ等の構築・参画

　　（２）連携対応

　　　　 ①事前準備

　　　　 ②入所者・利用者情報の整理

　　　　 ③共同訓練

（フリーコメント欄）

　C.地域との連携について 対応済 推進中 対応予定 未計画

　　（１）被災時の職員の派遣

　　（２）福祉避難所の運営

　　　　 ①福祉避難所の指定

　　　　 ②福祉避難所開設の事前準備

（フリーコメント欄）

（フリーコメント欄：項目フリー）

※お手数ですが、県老協　山内宛　２月１７日（金）までにメールでご提出下さい。
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［４］モデル10施設のその後の対応状況（アンケート調査結果サマリー）

　報告会終了後（R4年7月）のBCPマニュアル作成他その他課題の推進状況（R5年2月時点）

1.４課題の対応

①進

展な

し

②更

新不

要

③見

直し

中

④今

後見

直し

第2シルバーコースト甲子園 ● 　・マニュアル作成後、調査時点で特に新たな対応は不要とする施設が３施設。
いやさか苑 ● 　・訓練の実施や説明会等により新たな課題対応を必要とする施設が７施設。
さくら苑 ● 　・訓練などを通して、常に最善の対応ができるよう適宜マニュアルのメンテナンスが必
清華苑 ● 　　要。
むれさきデイサービス新宮 ●

野桑の里 ●

加古川さくら園 ●

山路園 ●

むらおかこぶし園 ●

にしのみや苑 ●

２．マニュアルの情報共有

①部

分的

実施

②全

て共

有

③今

後予

定

④予

定な

し

第2シルバーコースト甲子園 ● 　・今回作成したマニュアルの情報共有を防災対策本部等部分的な関係者に説明等を実施
いやさか苑 ● 　　した施設及び利用者含むすべての関係者と情報共有した施設が６施設。
さくら苑 ● 　・今後実施予定が４施設。
清華苑 ● 　・利用者含めたすべての関係者でマニュアルを介した情報共有が早期実施が必要。
むれさきデイサービス新宮 ●

野桑の里 ●

加古川さくら園 ●

山路園 ●

むらおかこぶし園 ●

にしのみや苑 ●

３．訓練の実施について

①実

施

②今

後計

画済

③今

後予

定

④予

定な

し

第2シルバーコースト甲子園 ● 　・今回作成したマニュアルの対応をベースに訓練を実施したのは５施設。今後実施予定
いやさか苑 ● 　　が５施設。
さくら苑 ●

清華苑 ● 　　がある。
むれさきデイサービス新宮 ●

野桑の里 ●

加古川さくら園 ●

山路園 ●

むらおかこぶし園 ●

にしのみや苑 ●

　・年間の訓練計画を作成のうえ、利用者含めすべての関係者で周知のうえ実施する必要

１．４課題の対応

２．マニュアルの情報

共有

３．訓練の実施に

ついて

サマリー

サマリー

サマリー
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４．平常時の対応　　

①対

応済

②推

進中

③対

応予

定

④未

計画

①対

応済

②推

進中

③対

応予

定

④未

計画

①対

応済

②推

進中

③対

応予

定

④未

計画

①対

応済

②推

進中

③対

応予

定

④未

計画

①対

応済

②推

進中

③対

応予

定

④未

計画

①対

応済

②推

進中

③対

応予

定

④未

計画

第2シルバーコースト甲子園 ● ● ● ● ● ●

いやさか苑 ● ● ● ● ●

さくら苑 ● ● ● ● ● ●

清華苑 ● ● ● ● ● ●

むれさきデイサービス新宮 ● ● ● ● ● ●

野桑の里 ● ● ● ● ● ●

加古川さくら園 ● ● ● ● ● ●

山路園 ● ● ● ● ● ●

むらおかこぶし園 ● ● ● ● ●

にしのみや苑 ● ● ● ● ● ●

①対

応済

②推

進中

③対

応予

定

④未

計画

①対

応済

②推

進中

③対

応予

定

④未

計画

①対

応済

②推

進中

③対

応予

定

④未

計画

①対

応済

②推

進中

③対

応予

定

④未

計画

①対

応済

②推

進中

③対

応予

定

④未

計画

①対

応済

②推

進中

③対

応予

定

④未

計画

第2シルバーコースト甲子園 ● ● ● ● ● ●

いやさか苑 ● ● ● ● ● ●

さくら苑 ● ● ● ● ● ●

清華苑 ● ● ● ● ● ●

むれさきデイサービス新宮 ● ● ● ● ● ●

野桑の里 ● ● ● ● ● ●

加古川さくら園 ● ● ● ● ● ●

山路園 ● ● ● ● ● ●

むらおかこぶし園 ● ● ● ● ● ●

にしのみや苑 ● ● ● ● ● ●

①対

応済

②推

進中

③対

応予

定

④未

計画

第2シルバーコースト甲子園 ● ４．平時の対応
いやさか苑 ● 　　・建物・設備の耐震対応は７施設が対応済か対応推進中。
さくら苑 ● 　　・水害対策は、対応済・推進中が５施設。
清華苑 ● 　　・インフラ関連（電気・水道・ガス・通信）及び衛生関連はほぼ全モデル施設が対応
むれさきデイサービス新宮 ● 　　　及び対応を予定している。
野桑の里 ● 　　・必要備品の備蓄も全ての施設が対応及び対応を予定している。
加古川さくら園 ● 　　・上記、平時の対応項目は、項目によりコストと時間・専門的な対応が必要となるた
山路園 ● 　　  め早めに計画を作成し実行する必要がある。　　
むらおかこぶし園 ●

にしのみや苑 ●

衛生面（トイレ対策） 衛生面（汚物対策） 必要品の備蓄

サマリー

水道中断（飲料水）

通信麻痺 システム停止

４．平常時の対応

資金手当て

⑴建物耐震 ⑵設備耐震 ⑶水害対策

４．平常時の対応

水道中断（生活用水）

４．平常時の対応

停電対策 ガス停止
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５．他施設との連携

①対

応済

②推

進中

③対

応予

定

④未

計画

①対

応済

②推

進中

③対

応予

定

④未

計画

①対

応済

②推

進中

③対

応予

定

④未

計画

①対

応済

②推

進中

③対

応予

定

④未

計画

①対

応済

②推

進中

③対

応予

定

④未

計画

①対

応済

②推

進中

③対

応予

定

④未

計画

第2シルバーコースト甲子園 ● ● ● ● ● ●

いやさか苑 ● ● ● ● ● ●

さくら苑 ● ● ● ● ● ●

清華苑 ● ● ● ● ● ●

むれさきデイサービス新宮 ● ● ● ● ● ●

野桑の里 ● ● ● ● ● ●

加古川さくら園 ● ● ● ● ● ●

山路園 ● ● ● ● ● ●

むらおかこぶし園 ● ● ● ● ● ●

にしのみや苑 ● ● ● ● ● ●

５．他施設との連携
　　・既に対応済の施設は、項目により１～２施設。
　　・現在推進中及び今後の対応予定施設と未計画の施設が半々の状況
　　・地域との連携含め今後の対応事項の項目となっている。

６．地域との連携

①対

応済

②推

進中

③対

応予

定

④未

計画

①対

応済

②推

進中

③対

応予

定

④未

計画

①対

応済

②推

進中

③対

応予

定

④未

計画

第2シルバーコースト甲子園 ● ● ● ６．地域との連携
いやさか苑 ● ● ● 　　・福祉避難所指定は、可能な９施設はすべて実施
さくら苑 ● ● ● 　　　済
清華苑 ● ● ● 　　・福祉避難所開設事前準備は、４施設が対応済で
むれさきデイサービス新宮 ● ● ● 　　　、他の５施設は現在推進中・今後対応予定。
野桑の里 ● ● ● 　　　
加古川さくら園 ● ● ● 　　・被災時の職員派遣は、１施設が対応済で、５施
山路園 ● ● ● 　　　設が推進中・対応予定。４施設が未計画。
むらおかこぶし園 ● ● ● 　　　
にしのみや苑 ● ● ●

共同訓練

福祉避難所開設事前準

６．地域との連携

地域ﾈｯﾄﾜｰｸ参画 事前準備 入所者利用者情報整理

被災時の職員派遣 福祉避難所指定

サマリー

連携先との協議 連携協定書の締結

５．他施設との連携

サマリー
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第３章 

まとめ 介護老人福祉施設における事業継続計画（BCP）について考える 

 

         

 

第 1 章の調査結果及び第 2 章のモデル施設取組結果を踏まえ、びわこ学院大学の 

烏野猛教授の考察を本章にまとめましたのでご確認下さい。 

 

      ［１］想定される災害と本委員会の取組概要について 

［２］事業継続計画（BCP）作成義務化の背景 

［３］事業継続計画（BCP）作成のねらいー災害想定と具体的な取組について 

［４］自然災害と感染症対応の違い 

［５］今後の課題/新たな連携（他施設・他事業所、地域）  

［６］まとめ 
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第３章 まとめ 介護老人福祉福祉施設における BCP について考える 

                         びわこ学院大学 教授 烏野 猛 

［１］想定される災害と本委員会の取組概要について 

 2023 年 3 月で、あの東日本大震災からまる 12 年。13 回忌を迎えました。巨大地震に伴う大津

波によって、数えきれないほどの高齢者施設をはじめとした福祉施設が被災し、数多くの死者と、

多くの利用者らが他県への福祉施設に避難を余儀なくされました。 

 東日本大震災以降、この 10 年だけをみても、毎年のように大規模な自然災害が頻発し、とくに

梅雨から台風の時期にかけての大水害が顕著なものとなっています。 

 2023 年 2 月 27 日の毎日新聞によると、今後起こりうる最大級規模の津波によって、浸水する

幼稚園や保育所等の園は、少なくとも全国で約 3,300 カ所にのぼり、特別養護老人ホームをはじ

めとする高齢者施設においては、約 2,400 カ所とするデータが公表されました。 

これらはあくまでも地震による津波を想定したものであって、昨今の線状降水帯の異常発生に

伴う梅雨や台風での豪雨による浸水を考えると、その何倍もの福祉施設が壊滅的なダメージを受

けると予測されます。 

 400 近い加盟施設をもつ兵庫県老人福祉事業協会は、今年度（2022 年度）「自然災害及び感染症

発生時の事業継続計画（BCP）作成の取り組みについて」と題する研究事業を実施し、令和 6 年

度（2024 年度）からの事業継続計画（BCP）の義務化に向けて取り組みました。 

 個々の詳細な事例に関しては、前章までの各施設からの取り組みや苦労を参照し、各施設や事

業所への一助になればと思っています。とくに、令和 4 年（2022 年）6 月 1 日に地理的リスクの

異なる、海・川・山に面する施設からの、BCP の取り組みを 5 時間以上かけて報告してもらい、

梅雨が過ぎ、台風の接近が想定される約１ヶ月後の同年 7 月６日に、今回の梅雨による豪雨を経

たうえでの調整や、これから襲来する台風への取り組みを再度報告願った。2 回目の報告につい

ても、5 時間以上にわたる時間を費やしての課題整理でした。 

 結果として、昨年秋の台風は、線状降水帯の異常発生と風向きの変化によって、従来の太平洋

岸を移動するものではなく、日本海側に進路をとったため、兵庫県においては大きな害を被るこ

とは少なかったといえましたが、2 回目の報告会（令和 4 年 7 月６日）では、7 月はじめに KDDI

による通信障害が発生したことによるトラブルから、自然災害時による電源喪失だけではなく、

人為的なトラブルによっても、通信手段が断たれ、被災地さながらに情報の入手が困難となり、

また連絡等についても障害を帰したことにより、新たな連絡手段・通信手段の確保の必要性が浮

かび上がりました。 

 

［２］事業継続計画（BCP）作成義務化の背景 

 ここでまず、令和 6 年度（2024 年度）から義務化となる事業継続計画（BCP）について整理す

ると同時に、なぜ、いまこの時期に、という背景についても整理します。 

 まず、政策的な背景として、2021（令和 3）年の厚生労働省による介護報酬改定が大きく影響

しています。そこでは、①「感染症や災害への対応力強化」、②「地域包括ケアシステムの推進」、
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③「自立支援・重度化防止の取り組みの推進」、④「制度の安定性・持続可能性の確保」の 4 つを、

主な改定事項の柱として重視するものとなってあり、なかでもとりわけ、昨今の大規模な自然災

害や、新型コロナウィルス感染症の感染拡大等により、防災と感染症に対する介護事業所の事業

継続が焦眉の急であることから、すべての介護保険の取扱事業所には、令和 3 年度（2022 年度）

からの 3 年間という経過措置期間が設けられたものの、必要なサービスが継続的に提供できる体

制の構築を目的に、業務継続に向けた計画等の策定、研修の実施、シミュレーション等の訓練の

実施が義務づけられました。 

そもそも、災害や防災に関する管轄省庁は、国土交通省であるが、避難弱者といわれる子ども

や障害者、高齢者に関しては、利用するサービスの管轄が厚生労働省であることから、彼らの生

命と暮らしを守るため、高齢者分野や障害者・児童、そして医療や教育分野においても、このよ

うな事業継続計画（BCP）策定が義務化される流れとなりました。 

東日本大震災の教訓を受けて、2013（平成 25）年 6 月の災害対策基本法の一部改正により、避

難弱者といわれる高齢者、障害者、乳幼児等が、大規模な自然災害において、避難等支援を要す

る者の名簿、いわゆる「避難行動要支援者名簿」の作成が、市町村に対して義務化されると同時

に、昨今の大雨による河川氾濫・決壊そして土砂災害等を受け、2017（平成 29）年 6 月に水防法・

土砂災害防止法が改正され（平成 29 年法律第 31 号）、子どもや妊産婦、障害者や高齢者等、要配

慮者が利用する施設に対し、避難体制の強化を図るため、ハザードマップ上で浸水想定区域や土

砂災害警戒区域内にある管理者らに、避難確保計画の作成や避難訓練の実施が義務化されました。 

2020（令和 2）年度までの災害対応としては、災害時、一時的なマンパワー不足によって高齢

者施設等において人員基準が満たせなくなる場合を想定した臨時的な措置や、介護報酬等の特別

な措置が施され、また利用者側でも医療や介護の一部負担金や利用料の免除等にかかる対策もな

されました。さらに、福祉施設等災害復旧費の補助金事業（2020[令和 2]年度予算で約 25 億円）

や、介護施設での水害対策の強化として福祉空間整備等施設整備交付金を支給、また特別養護老

人ホーム等要配慮者施設の災害時情報共有システム構築費用等も捻出されることになりました。 

これら、度重なる大規模な自然災害に対し、より災害への対応を強化する目的で義務化された

ものが、2021（令和 3）年度からの全介護サービス事業者に対する事業継続計画（BCP）です。 

 

 厚生労働省老健局が令和２年 12 月に示した「介護施設・事業所における自然災害発生時の業務

継続ガイドライン」によると、「介護サービスは、要介護者、家族等の生活を支える上で欠かせな

いものであり、昨今大規模な災害の発生がみられる中、介護施設・事業所において、災害発生時

に適切な対応を行い、その後も利用者に必要なサービスを継続的に提供できる体制を構築する」

とあります。 

さらに、2021（令和 3）年には災害対策基本法の改正によって、地域の要支援者に対し「個別

避難計画」の作成が市町村に対し努力義務となり、その個別避難計画の作成に関しては、要支援

者と最も接点のある介護支援専門員（ケアマネジャー）や、相談員・支援員等の福祉専門職者が、

行政の防災担当者らと共同で行うための予算も確保されました。 
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 国が示した「ガイドライン」や、厚生労働省のホームページからみた計画作成の手順は以下の

ようなフローチャートにまとめられています。 

 

 

出典：「介護施設・事業所における自然災害発生時の業務継続ガイドライン」厚生労働省老健局 

令和 2 年 12 月（2020 年）8 頁。関連の URL は、本報告書 49 頁資料編②に掲載しています。 

 

［３］事業継続計画（BCP）作成のねらい/災害想定と具体的な取組について 

そもそも事業継続計画（BCP）とは、Business Continuity Plan の頭文字をとったもので、それ

を訳すと事業継続計画となるだけに過ぎない。より端的に事業継続計画を言い換えると、「想定さ
．．．

れる被害を半減させ、
．．．．．．．．．．

かつ
．．

復旧までの速さ（期間）を半分
．．．．．．．．．．．．．．

程度
．．

に短縮する
．．．．．

ための計画
．．．．．

」というこ

とになります。そこで、被害を想定化し、どの職員が勤務中であったとしても、ある一定程度の

統一した行動を可能にするためのものが、今回実施した研究事業です。 

本研究事業の目的と達成すべき着地点としては、①有事の際の正確な情報収集と体制づくり、

②発災の際の「事前」、「事後（初動）」対応、③業務の優先順位と体制確保、④周知、研修、訓練、

です。  

 なかでも、③業務の優先順位と体制の確立・確保が重要となることから、各事業所の作成担当

者は、地震であろうと水害や土砂災害であろうとも、「3 日間の停電と断水が想定される自然災害

に対し、どう事業を継続し入居者（利用者）の生命を守りきるか」を念頭に計画の作成が求めら

れます。 

なかでも大規模な自然災害発生の特徴としては、近年、夜中に来襲する傾向が窺えることから、

「夜勤帯に 3 日程度の停電と断水が想定される自然災害に遭遇した場合」の事業継続計画を念頭
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におき、課題を課しました。 

とくに、夜勤帯という圧倒的に職員数が少ない状況下での自然災害を想定し、限られた人員の

なかで、どの業務を優先的に行うのか（逆に言えば、どの業務を行わないのか、も含め）の優先

順位のつけ方を、各事業所の報告の場面でも集中的に論議しました。 

つまり、「―今日の勤務表をみて、スタッフを上から半分削除し、残りの半分のスタッフで、今

日の一日できたであろう業務の、一体何ができて、また何を優先順位上削るのか。そして通常業

務を遂行するには、最低でも何割くらいの職員が出勤しないと無理なのか…」という問いかけか

ら始め、職員の出勤率と、優先する業務との関係を、あらかじめ明確にしたいと考えました。職

員の出勤率と業務の優先順位を明らかにしておくということは、職員の出勤率のどのレベルで、

通常業務が可能なのか、また職員の出勤率がどの程度まで上がれば、優先順位から外し実施しな

かった業務の何をどの程度まで戻すのか、を考えることにもつながるからです。 

 

さらに、入居系の高齢者施設には、通所事業（デイサービス）を併設していることが多いこと

から、通所事業において、「－早めにサービスを終え、早めに利用者等の送迎を考えるタイミング」

である、避難の判断基準や、そのための情報の収集等についても議論の対象としました。2021（令

和 3）年 7 月の静岡県熱海市の土砂災害（令和 3 年 7 月伊豆山土砂災害）では、当時、「大雨警報」

が発令され、「土砂災害警戒情報」が出されていたものの、「避難指示」を見送った経緯があった

ことから、兵庫県内における地理的リスクの違いを背景に、個々の判断基準や、判断基準を促す

事前の情報等の確認も論議の対象としました。大規模災害発災時、停電等の電源喪失によって市

町村長からの警告が発信不可能な場合もあり得、また市町村長からの警告発信が可能であったと

しても、受信する側の福祉・介護事業所周辺が停電等によって受信できない場合等も十分に考え

られることから、「避難のタイミング」を、行政からのアナウンスや指示に期待し過ぎないような

発想を、各事業所の BCP 作成担当者には持ってもらう論議を重ねました。 

 

 本研究事業における予備的 BCP 作成については、海・川・山（豪雪のリスクも）といった地理

的リスクを想定し、10 カ所の事業所の報告を受け、他の加盟している事業所が、その報告をもと

に個々で持ち帰り修正しながら、自らの事業所の BCP 作成にいそしむことを狙いとしましたが、

10 カ所の事業所による 2 回目の報告会を 7 月６日としたため、それ以降の台風による影響を加味

することまではできませんでした。令和 4 年度の台風は、主に日本海側を中心に甚大な被害をも

たらしたものであったことから、結果として兵庫県内にある本会員施設や事業所には直接的に大

きな被害はありませんでした。しかし、昨年の台風が、異常に発達した線状降水帯の発生による

ものであったことを考え合わせると、浸水リスクを高めに見積もる等のリスクまで想定し組み込

むことには限界がありました。 

 各事業所が BCP を作成するうえでベースとなっている各市町村から発行されるハザードマッ

プには、線状降水帯による浸水の影響等はまったく加味されていないため、各事業所には浸水エ

リアの拡大と、並びに浸水高を 50 センチ程度引き上げての事業継続計画を再度作り直す必要が生

じました。この点については、令和 5 年度（2023 年度）の課題として、整理し直せば時間的にも
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間に合うと考えています。 

 

［４］自然災害と感染症対応の違い 

 最後に、自然災害やクラスターをはじめとした感染症への備え、という点から BCP の作成を考

えると、同じ「備える」という考え方や方法にしても、自然災害のそれと感染症等におけるそれ

とは対応が異なります。自然災害の場合には、ある程度の事前の備えはできるものの、遭遇して

しまってからは、それを迎え撃つ・それと立ち向かうことは不可能であり、「上手くやり過ごす」

しか方法はありません。しかし、感染症等の拡大等に関しては、目に見える形で成果が現れるわ

けではなく、感染拡大してからの対応や対策について、説明できるだけの策を講じたかどうかが

問われることになります。感染症と災害への対策については、上記で触れたように若干の違いは

あるものの、「人の確保」が最大の課題であることだけは本研究事業でも明らかになりました。そ

の点では、とくに入居系を中心とした施設系のリスクでいうと、感染症に対してのマンパワー確

保の方が非常に困難だろうと想像できます。災害時においての人手不足は、職員らも被災してお

り、道路等のインフラも崩壊している等、イメージもつきやすく、発災から日を追うごとに職員

の出勤率が上がることも、過去の被災地での検証から明らかです。しかし、クラスターを伴う感

染拡大が介護事業所を襲い、さらに医療機関での入院病床が飽和状態のため、感染した利用者等

が２週間程度、施設内での待機を余儀なくされるような場合においては、感染した利用者とそう

でない利用者との区域分け（ゾーニング）が行われ、また※コホーティングといわれる隔離の措

置が実施されます。問題は、そのゾーニングなり、コホーティングされた場所へ、「一体誰がケア

に入るのか…」という点に集約されます。施設長なりの管理者に打診された職員は、「―すいませ

ん、施設長。うちにはまだ小さい子どもがいるので、子どもにうつると大変ですから…」と応え

るはずです。この「子ども」を「年老いた親」や「基礎疾患をもつ配偶者」に置き換えることも十

分に想定されます。 

このように気が滅入るような人の確保や、確保した後での調整が、感染症拡大となった場合、

災害時における人の確保や調整の方法と決定的に異なる点であることも、本研究事業における各

事業からの報告でも明らかになりました。 

 コロナ禍の前からいわれ続けてきた、福祉や介護業界での「人手不足」。限られた数少ない職員

のなかにあって、どう人をつなぎ止め、どう働いてもらうのか。感染症や災害時への対応から、

今回義務化となった事業継続計画（BCP）は、ある意味で、感染症の拡大や頻発する自然災害の

有無にかかわらず、計画しておかなければならい事業継続の視点であることが分かりました。 

 とくに、いま政府が推し進めようとしている「働き方改革」や、福祉や医療分野でも今後論議

していくことになろう兼業・副業の問題等、有事の際にどう職員に働いてもらい、どう事業を継

続化するのか。 

※コホーティングとは：同じ病原菌に感染している人たちを同じ部屋に集め、その病原菌をもたない人たちと接

触しない環境におく一種の隔離のこと。 

 

［５］今後の課題/新たな連携（他施設・他事業所、地域） 



42 

 

 本研究事業の論議や取り組みを通じて明らかになった部分、また課題を、来年度どう発展・昇

華させるのか、これからの兵庫県老人福祉事業協会の取り組みに期待したいと思っています。 

ただ、4 つの課題である①施設独自の避難の判断基準の作成、②職員アンケートの実施と集計・

分析、③職員居住地マッピング、④有事の際の強制参集基準や勤務シフト、については、加盟し

ている個々の事業所が独自の地理的リスクに対応するためのシナリオであり、本研究事業では、

それぞれの事業所での取り組みに主眼をおいたものとなっていますが、令和 6 年度（2024 年度）

から義務化となる事業継続計画（BCP）には、国の定めたフォーマットによると、「4 他施設・

他事業所との連携」、「5 地域との連携」の作成が必要となります。その他施設・他事業所との連

携や、地域との連携のあり方については、個々の事業所での取り組みの結果、優位性や課題を確

認したうえでの連携となることから、この部分については、本研究事業の対象とはしておらず、

令和 5 年度末あたりに補足として周知する予定でありますが、以下にポイントだけは整理してお

きます。 

「4 他施設・他事業所との連携」においては、連携体制の構築や、平時の際からの協力関係構

築が必要になります。具体的には、協力体制における優先順位や、入所者、利用者情報の共有の

ための整理、共同訓練等があげられることから、事前に自施設や事業所での優先順位の確立があ

り程度出来上がっていることが前提となります。自施設や事業所のみならず、連携を図る相手方

施設や事業所の体制整備の度合いにも関係してくる点です。優先順位としては、主要な 4 課題で

ある「①施設独自の避難の判断基準の作成」、「②職員アンケートの実施と集計・分析」、「③職員

居住地マップの作成」、「④有事の際の強制参集基準と勤務シフトの作成」を連携する施設や事業

所同士ですり合わせすることが必要になります。 

「5 地域との連携」については、職員の派遣等に関する災害福祉支援ネットワークや災害派遣

福祉チームの登録（例えば※DWAT）があげられ、福祉避難所運営に関しても、受入人数、場所、

条件等、受入れられない場合であったとしても、その際の諸条件を整える必要があり、福祉避難

所開設の事前準備として、防災備蓄物資、人材支援、行政・社協との調整窓口の設定、ボランテ

ィア等の受入情勢等の整備も必要となってきます。 

 

最後にこの報告書が開示され、これを参考に事業継続計画（BCP）が整理されることになると

思われますが、令和 5 年の今年に発生する梅雨や台風等による被害をまだ加味したものではあり

ません。自然災害を含めたクラスター等の被害想定は、いつも私たちの想定を上回り、「想定外」

の出来事ばかりであることも「想定」しなければいけません。令和 6 年度から完全義務化となり

運用される事業継続計画（BCP）に完成という考えはなく、たえず見直しと修正が必要になるこ

とを念頭において取り組んで頂けますと幸いです。 

※DWAT とは：「Disaster Welfare Assistance Team」の略であり、「災害福祉支援チーム」という意味になりま

す。「災害福祉支援チーム」は、災害時の二次被害をふせぐため、避難所などに派遣され、配慮が必要な方へ福

祉支援をおこないます。配慮が必要な方（以下、要配慮者）は、「高齢者・障がい者・乳幼児そのほか特に配慮

を要する者」と定義されています。DWAT は災害救助法が適用される、または適用される可能性がある大規模

災害が起こったときに活動します。各県、各市でチームがつくられており、県や市などの管理団体が要請するこ
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とで避難所に派遣されます。 

 

［６］まとめ 

本報告書の精査をしていたこのゴールデンウィーク中にも、石川県で震度 6 強の大きな地震が

発生し、その後、東京や北関東、中国四国地方だけではなく、九州地方でも大きな地震が発生し、

それに加え、5 月としては通常あり得ないほどの降水量の雨が降ったことで、兵庫県内において

も二級河川での決壊による浸水も発生しました。我々の予測を簡単に超えて来襲する自然災害や、

今後発生し得る感染症等のクラスターについては、予算を含め費用的な裏づけがないと十分な備

えができない状況に置かれています。事業継続計画（BCP）を作成する現場の責任者だけではな

く、経営判断ができる施設長や理事長等も交えた取り組みが必要になることは十分に理解頂いて

いるものと察します。 

繰り返しになりますが、令和 6 年度から義務化に移行する今回の有事の際における事業継続計

画（BCP）の作成に、完了や終了といった考え方はなく、先にも触れました通り、自然災害や感

染症等の有事は、私たちの想定をたえず超えてやってきます。その都度毎に、見直しや修正が迫

られるもの、とお考え下さい。「－完了や終了という考え方はない…」と言いましたが、有事の際

には、その時点で考えられていた、つまり過去の被災や混乱を踏まえたうえでの取り組み状況が

どうであったのか、が問われることになります。協会に加盟するすべての事業者の皆さんが知恵

と力を合わせていくことで、いまの課題に向き合い、そしてこれからのリスクをともに解決する

一助に、本報告書がなることを願いつつ、まとめに代えたいと思います。
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［参考資料］

BCPマニュアル作成　会員施設からモデル施設への質問と回答

（ご質問を頂いた施設）

　・いやさか苑（海）

　・むらおかこぶし園（山）

　・むれさきデイサービス（川・デイ）

　・野桑の里（山）
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［参考資料］モデル施設への質問と回答①

モデル施設名 質　問 回　答

いやさか苑（海）;

むれさきデイ（川・デイ）;

むれさきデイ（川・デイ）;

むれさきデイ（川・デイ）; 独居の方はその方の避難場所（小学校など）に一

緒に避難しようと考えています。家族同居の方

は、基本は自宅へもどして家族様へ対応をお願い

しようと思いますが、日中独居（家族同居でも日

中働いていていない）の方は避難場所へ行った方

が安心されるかと思います。その辺りが未だ確認

できていませんので、意向調査などを実施したい

と考えています。実施時期は６月頃に毎年恒例の

ようにしたいです。災害時に電話が使えなくなっ

た場合には、基本的に避難所へ行っていますと家

族に伝えておこうと考えています。

むれさきデイサービス新宮様に質問です。立地条件も

ですが、デイサービスという事業所ということで、自

宅へ戻すのか、施設内で避難をうるのか、有事の時に

は判断が難しいと思います。特養等ではないため、そ

れぞれの方との家族のやりとりが難しいと思います。

実際の災害時には、一人一人への家族の確認、意向を

伺う作業をどのようにスピーディに対応しようとして

いるのか。より詳しく聞きたいと思いました。避難時

の連絡体制に特記して、工夫や課題があれば教えてく

ださい。

　令和４年７月27日のモデル施設「BCPマニュアル作成報告会」終了後、会員施設の皆様より頂いたモデル施設への質問と回答で

す。ご確認下さい。

実践でのコロナ感染症の対応を振り返りながら検

討しました。BCPマニュアル作成の最中でしたの

で、計画上イメージしていたことを実践すること

となり、初動がスムーズでした。おかげさまでク

ラスターは発症せず、蔓延は防止できました。以

下の5つの視点で順に対応を行いました。①行政

への報告　②ゾーニングと環境整備　③人選とシ

フト変更　④業務の整理と簡略化職員の役割の応

用　⑤衛生用品の買い足しBCP計画に書いて準備

していることの内容そのものです。

(個人情報を伏せた上で)実際に事業所で作成している

マニュアルを公開してほしいです。※特にコロナ対策

河川の水位の危険レベルの確認は、インターネッ

ト上で公開されているので、それを大雨の時には

確認しています（「YAHOO天気・災害」など）。

まずは当日利用されている利用者の避難優先、当

日利用されていない利用者へ電話連絡、それから

地域地域住民へ。避難開始する場合は、自治会長

に連絡を入れ連携をとりたいと思っています。課

題はネットや電話が使えなくなった時にどうする

かです。

河川の水位の危険レベルの確認と地域住民への避難警

報の伝達及び避難のあり方等について(離村地区等)

河川の水位の危険レベルの確認は、インターネッ

ト上で公開されているので、それを大雨の時には

確認しています（「YAHOO天気・災害」など）。

夜間はデイサービスとしては営業外なので、夜間

時には地域住民の一員として地域住民の避難時に

対応したいと思っています。

付近にある河川が大雨の影響で氾濫する恐れが生じる

ことがあると思われます。特に夜間における氾濫の危

険性の把握、地域住民への避難勧告、指示はどのよう

にされますか？また、災害時要援護者に対する対応は

どのようにされますか？
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［参考資料］モデル施設への質問と回答②

モデル施設名 質　問 回　答

むらおかこぶし園（山）;

むらおかこぶし園（山）; 行政・地域・施設との連携について、より具体的に知

りたい

（想定訓練や連携会議など）

野桑の里（山）;

野桑の里（山）;

　令和４年７月27日のモデル施設「BCPマニュアル作成報告会」終了後、会員施設の皆様より頂いたモデル施設への質問と回答で

す。ご確認下さい。

委託業者様と被災後の食材配送の有無、厨房機器

の使用可否等、シチュエーション毎に取決めをし

ています。

備蓄使用の場面・手順も含め、委託業者様と打合

せ、取決めを行い、マニュアル等で提示していま

す。普段から委託業者様との連携を大切にしてい

ます。

BCPを作成することで各所との連携の必要性を感

じるようになりました。同じように協力体制整備

の必要性を感じておられる事業所様とは是非一度

検討する機会を持ちたいです。そのうえで現実的

な協力体制の整備、日頃からの交流を深めていけ

ればと考えています。

むらおかこぶし園さんが最も当施設に近しい条件にあ

り参考になりました。可能な範囲でお答えいただきた

いのですが、当施設は1階にデイサービス、2階が特養

及びショートステイの居住スペースでして、山野すそ

にあるため、よほど安全や余裕がなければ籠城策を取

る方針です。その場合、1階のデイサービスから2階へ

の避難をスムーズに行うための手段を模索しています

が、同様の避難方法をおもちであれば参考にお聞きで

きないでしょうか。

非常時の給食提供はどのような体制ですか。

同じ西播磨ブロックの施設として、ブロック内での協

力体制の整備の必要性を感じていらっしゃいますか？

当施設は平屋で２階がないため、垂直移動ができ

ません。ご質問いただいたのに申し訳ありません

が、１階から２階への避難方法は持ち合わせてお

りません。

①香美町の防災安全課、福祉課介護保険係とは平

時から情報交換をしたり、福祉避難所連携会議で

課題を話し合ったりしています。町の総合防災訓

練（避難訓練）の際は、近隣地域住民が当施設に

避難してこられます。

②また、当施設の防災訓練（今年度はBCPシミュ

レーション訓練）には、防災安全課、地域局局

長、地元の防災士会の方、近隣地区区長等に参加

してもらっています。次年度は区長だけでなく住

民の方にも参加していただこうと考えています。

③施設との連携については、町内の特養３施設と

話し合ったことはありません。法人内の事業施設

とは有事の際、物資・職員の応援体制や、より安

全な事業所へ入居者を移送することも検討してい

ます。訓練等は一緒に行ったことはなく、今後の

取り組み課題です。
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［資料編］

〇各種マニュアル、関連資料一覧

〇研修会・報告会動画（ユーチューブ）一覧
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［資料編①］

下記、研修会等関連動画及び資料は、兵庫県老人福祉事業協会のホームページに格納されております。
記載のURLをクリックして必要データを確認して下さい。

<研修会等関連動画＆関係資料〉

内　　容 動画（ﾕｰﾁｭｰﾌﾞ）＆関係資料URL

１．調査研究委員会　研修会（動画）

　・ﾃｰﾏ：「防災・感染症ＢＣＰ作成に向けて

　　　　　　　　　　押さえておくべきポイント」 調査研究　研修会動画（前編）

　・講師：烏野　猛氏（びわこ学院大学　教授） https://youtu.be/sGuDpu9ou8s

　・実施：2021年9月30日 調査研究　研修会動画（後編）

　・対象：会員全施設向け https://youtu.be/WVhKmzL4UTg

　（関係資料）・・・上記研修会資料

　　・防災・感染症事業継続計画（BCP）作成の考え方

　　　　介護事業所におけるBCP作成支援研修

　　・防災・感染症事業継続計画（BCP）作成の考え方と留意点

　　　　3日間の停電・断水を前提とした大規模災害時に

　　　　職員出勤率50％としてイメージ

２．調査研究委員会　研修会（動画）

　・ﾃｰﾏ：BCP作成モデル10施設キックオフミーティング https://youtu.be/6F8GkkbQJ3c

　・講師：烏野　猛氏（びわこ学院大学　教授）

　・実施：2021年11月29日

　・対象：BCP作成モデル10施設向け

　（関係資料）

　　・業継続計画（BCP）策定のための職員調査

　　・優先順位と判断基準

３．調査研究委員会　研修会（動画）

　・ﾃｰﾏ：「事業継続計画（BCP）作成マニュアル説明について」 https://youtu.be/PsEtISvZY24

　・講師：烏野　猛氏（びわこ学院大学　教授）

　・実施：2022年３月16日

　・対象：BCP作成モデル施設向け

　（関係資料）

　　・事業継続計画（BCP）作成マニュアル説明について

　　・BCP共通マニュアル　施設系　自然災害に関するＢＣＰ
https://www.hyogo-

kenroukyo.jp/cgi/image/file/1684374759_232.pdf

　　・　　　〃　　　　　 通所系         〃

　　・　　　〃　　　　　 訪問系         〃

※関係資料：上記関係資料は、PDFで県老協ホームページにアップしております。資料の作成・加工等で原本資料
　　　　　（ワード等）が必要な場合は、個別にお送りしますので、兵庫県老人福祉事業協会までご連絡下さい。
　　　　　担当：山内
※掲載期限：資料編①②のリンクデータの掲載期限は、R６年３月31日までの予定です。

https://www.hyogo-

kenroukyo.jp/cgi/image/file/1684375111_643.pdf

https://www.hyogo-

kenroukyo.jp/cgi/image/file/1684375196_305.pdf

https://www.hyogo-

kenroukyo.jp/cgi/image/file/1684375229_324.pdf

https://www.hyogo-

kenroukyo.jp/cgi/image/file/1684374819_305.pdf

https://www.hyogo-

kenroukyo.jp/cgi/image/file/1684374854_685.pdf

https://www.hyogo-

kenroukyo.jp/cgi/image/file/1684375357_636.11.pdf

https://www.hyogo-

kenroukyo.jp/cgi/image/file/1684375383_451.pdf

https://www.hyogo-

kenroukyo.jp/cgi/image/file/1684374907_835.3.16.pdf
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［資料編②］

下記、研修会等関連動画及び資料は、兵庫県老人福祉事業協会のホームページに格納されております。
記載のURLをクリックして必要データを確認して下さい。

<研修会等関連動画＆関係資料〉
内　　容 動画（ﾕｰﾁｭｰﾌﾞ）＆関係資料URL

４．調査研究委員会　報告会（動画） 0727調査研究委員会　報告会（①前半）

　・ﾃｰﾏ：「BCPマニュアル作成取組モデル施設報告会」
　・報告：BCP作成モデル４施設の皆さん https://youtu.be/yqSk1M8TyYk

　・コメンテーター：烏野　猛氏（びわこ学院大学　教授）
　・実施：2022年7月27日 0727調査研究委員会　報告会（②後半）

　・対象：会員全施設向け https://youtu.be/aXtUVR16ngM

　（関係資料）・・・　モデル10施設の報告資料

　　（海）特別養護老人ホーム　第2シルバーコースト甲子園

　　（海）特別養護老人ホーム　いやさか苑

　　（海）養護老人ホーム　さくら苑

　　（川・池）特別養護老人ホーム　清華苑

　　（川・デイ）むれさきデイサービス新宮

　　（山）特別養護老人ホーム　野桑の里

　　（山）特別養護老人ホーム　加古川さくら園

　　（山）特別養護老人ホーム　山路園

　　（山）特別養護老人ホーム　むらおかこぶし園

　　（山）特別養護老人ホーム　にしのみや苑

５．（関係資料）
　・施設系（記載例）新型コロナに関するBCP様式集 https://www.hyogo-

kenroukyo.jp/cgi/image/file/1685930745_636.pdf

６．（関係資料）

　・厚労省　介護施設・事業所における業務継続計画（BCP)作成支援に関する研修

　　　介護施設・事業所における業務継続計画（ＢＣＰ）作成支援に関する研修資料・動画｜厚生労働省 (mhlw.go.jp)

７．（関係資料）

　・「介護施設・事業所における自然災害発生時の業務継続ガイトライン」厚労省　老健局　令和２年12月８頁

　　自然災害（地震・水害等）BCPのフローチャート（本報告書39頁資料）

　　https://www.mhlw.go.jp/content/12300000/000704787.pdf

※関係資料：上記関係資料は、PDFで県老協ホームページにアップしております。資料の作成・加工等で原本資料

　　　　　（ワード等）が必要な場合は、個別にお送りしますので、兵庫県老人福祉事業協会までご連絡下さい。

　　　　　担当：山内

※掲載期限：資料編①②のリンクデータの掲載期限は、R６年３月31日までの予定です。

https://www.hyogo-

kenroukyo.jp/cgi/image/file/1684378258_352.pdf

https://www.hyogo-

kenroukyo.jp/cgi/image/file/1684378285_83.pdf

https://www.hyogo-

kenroukyo.jp/cgi/image/file/1684378315_756.pdf

https://www.hyogo-

kenroukyo.jp/cgi/image/file/1684376082_200.pdf

https://www.hyogo-

kenroukyo.jp/cgi/image/file/1684378339_247.pdf

https://www.hyogo-

kenroukyo.jp/cgi/image/file/1684385141_709.pdf

https://www.hyogo-

kenroukyo.jp/cgi/image/file/1684376151_262.pdf

https://www.hyogo-

kenroukyo.jp/cgi/image/file/1684376188_899.pdf

https://www.hyogo-

kenroukyo.jp/cgi/image/file/1686802735_236.pdf

https://www.hyogo-

kenroukyo.jp/cgi/image/file/1684378232_132.pdf
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